
  
【表紙】   

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年４月28日 

【事業年度】 第197期(自 平成17年４月１日 至 平成18年１月31日) 

【会社名】 丸善株式会社 

【英訳名】 Maruzen Company, Limited. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  村 田 誠四郎 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋２丁目３番10号 

(上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記の場所

で行っております。) 

【電話番号】 03－3272－7011 

【事務連絡者氏名】 管理本部財務統括センター長 

鷲 本 晴 吾 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋３丁目９番２号 

【電話番号】 03－3272－7011 

【事務連絡者氏名】 管理本部財務統括センター長 

鷲 本 晴 吾 

【縦覧に供する場所】 丸善株式会社 名古屋支店 

   (名古屋市中区栄３丁目２番７号) 

  丸善株式会社 関西支社 

   (大阪市中央区久太郎町２丁目５番28号) 

  株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 
  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第193期、第195期、第196期及び第197期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失

が計上されているため記載しておりません。また、第194期については、希薄化効果を有している潜在株式がないため記

載しておりません。 

３ 第194期から１株当たり当期純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４ 第195期において、希望退職制度の実施により従業員数は271名減少しております。 

５ 第196期において、従業員数は平成16年４月１日の会社分割により設立された丸善システムインテグレーション㈱（現 京

セラ丸善システムインテグレーション㈱）が、平成16年９月末日をもって連結子会社から持分法適用関連会社になったこ

とにより321名減少しております。 

６ 平成17年６月29日開催の第196期定時株主総会決議により、決算期を３月31日から１月31日に変更いたしました。したが

って、第197期は平成17年４月１日から平成18年１月31日までの10ヶ月決算となっております。 

  

回次 第193期 第194期 第195期 第196期 第197期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年１月

売上高 (百万円) 127,640 123,585 116,776 110,096 83,411

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) 633 2,542 2,400 1,595 △360

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △7,155 435 △1,287 △2,477 △6,624

純資産額 (百万円) 3,687 3,019 4,308 1,856 5,261

総資産額 (百万円) 106,005 98,780 85,790 76,664 54,834

１株当たり純資産額 (円) 36.12 29.59 39.89 17.19 △43.95

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △70.08 4.27 △12.24 △22.94 △61.36

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 3.48 3.06 5.02 2.42 9.59

自己資本利益率 (％) △98.37 13.00 △35.15 △80.38 △186.16

株価収益率 (倍) △3.25 36.07 △17.16 △11.38 △3.52

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,162 3,391 △910 4,256 △2,116

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △800 7,714 7,079 7,411 6,338

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,496 △5,434 △11,078 △4,517 △13,898

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 10,246 15,922 11,069 18,219 8,562

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(名) 
2,046 
[1,549]

1,838
[1,834]

1,476
[1,782]

1,045 
[1,772]

995
[1,834]



  
(2) 提出会社の経営指標等 

  

回次 第193期 第194期 第195期 第196期 第197期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年１月

売上高 (百万円) 115,877 114,273 107,707 99,234 79,074

経常利益 (百万円) 814 2,050 2,633 1,737 25

当期純損失 (百万円) 6,986 2,611 3,960 3,575 14,510

資本金 (百万円) 12,173 12,173 12,827 12,827 5,503

発行済株式総数 (千株) 102,162 102,162 108,162 108,162 

普通株式 
 108,162 

第1回Ａ種優先株式 
11 

第1回Ｂ種優先株式 
11 

第1回Ｃ種優先株式 
11 

第1回Ｄ種優先株式 
11 

第1回Ｅ種優先株式 
7 

第1回Ｆ種優先株式 
7 

第1回Ｇ種優先株式 
7 

第1回Ｈ種優先株式 
7 

合計 108,236 

純資産額 (百万円) 19,446 15,732 14,341 10,781 6,299

総資産額 (百万円) 95,645 114,000 103,244 95,274 75,067

１株当たり純資産額 (円) 190.46 154.19 132.77 99.84 △34.33

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

１株当たり当期純損失 (円) 68.42 25.59 37.62 33.11 134.40

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 20.33 13.80 13.89 11.32 8.39

自己資本利益率 (％) △30.44 △14.85 △26.34 △28.47 △169.91

株価収益率 (倍) △3.33 △6.02 △5.58 △7.88 △1.61

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(名) 
1,572 
[1,146]

1,481
[1,382]

1,164
[1,408]

919 
[1,459]

902
[1,630]



  
(注) １ 売上高には、建物賃貸収入が含まれております。なお、消費税等は含まれておりません。 

２ 第193期、第194期、第195期、第196期及び第197期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり

当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３ 第193期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損失金額の

各数値は発行済株式数から自己株式数を控除して計算しております。 

４ 第194期から１株当たり当期純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５ 第195期において、希望退職制度の実施により従業員数は257名減少しております。 

６ 第196期において、従業員数は平成16年４月１日にコンテンツ＆ソリューションシステム事業部を会社分割したことによ

り160名減少しております。 

７ 平成17年６月29日開催の第196期定時株主総会決議により、決算期を３月31日から１月31日に変更いたしました。したが

って、第197期は平成17年４月１日から平成18年１月31日までの10ヶ月決算となっております。 



２ 【沿革】 

明治２年１月 福沢諭吉氏の門人、早矢仕有的が横浜新浜町に丸屋商社を創業 

明治３年３月 日本橋店開店、順次大阪・京都・名古屋に開店 

明治13年３月 定款を制定し責任有限丸善商社に改組、本店を東京に移転 

明治26年11月 商法の施行に基づき丸善株式会社となる 

明治27年５月 丸善株式会社として登記完了 

大正２年９月 福岡支店開設、以後仙台・札幌等各地に支店網を完成 

昭和24年４月 東京証券取引所に株式を上場 

昭和26年９月 営業目的を変更し、一部を除き現在の営業目的を制定 

昭和28年４月 丸善出版㈱を吸収合併 

昭和35年６月 ㈱第一鋼鉄工業所(現・連結子会社)との間に業務提携締結 

昭和43年８月 ㈱丸善洋物卸店並びに丸善製品販売㈱を吸収合併 

昭和44年１月 丸善創業100年、東京平和島に丸善配送センター完成 

昭和46年12月 大阪茨木に丸善配送センター完成 

昭和49年５月 筑波支店開設 

昭和51年８月 丸善ブックメイツ㈱(現・連結子会社)を設立 

昭和53年10月 丸善メイツ㈱(現・連結子会社)を設立 

昭和54年11月 丸善システムサービス㈱(現・連結子会社)を設立 

昭和56年10月 営業目的に学術情報提供サービス業を追加 

平成元年２月 ㈱イチ・ニ・イチを設立 

平成２年４月 「情報と知」に係わる知的環境創造業としての事業ドメインを確立 

平成２年６月 営業目的に建築工事の設計、監理及び請負業を追加 

〃 ㈱オルモ(現・連結子会社)を設立 

平成９年４月 ISO9001の認証取得を機に「電子計算機事業部」を「コンテンツ＆ソリューションシ

ステム事業部」に改称 

平成10年４月 書籍雑誌事業部と情報図書館システム営業部を統合し「学術情報ナビゲーション事

業部」を発足 

平成12年３月 ㈱第一鋼鉄工業所(現・連結子会社)が丸善精機工業㈱を吸収合併 

〃 丸善ブックメイツ㈱(現・連結子会社)が丸善ブックメイツ大阪㈱を吸収合併 

平成13年10月 ㈱イチ・ニ・イチは事業の見直し、整理を行い、その営業のほとんどを平成13年８

月１日に設立した㈱丸善トライコム(現・連結子会社)に譲渡 

平成14年６月 丸善システムサービス㈱のリース資産を譲渡 

平成14年８月 ㈱イチ・ニ・イチは事業の見直し、整理に伴い清算 

平成16年４月 「コンテンツ＆ソリューションシステム事業部」を会社分割し、丸善システムイン

テグレーション㈱を設立 

平成16年９月 丸善システムインテグレーション㈱に丸善システムサービス㈱のコンピュータ事業

及び丸善コンピュータシステム㈱の統合会社を吸収合併 



  

  

平成16年９月 当社と京セラコミュニケーションシステム㈱との資本・業務提携、丸善システムイ

ンテグレーション㈱の株式60％を京セラコミュニケーションシステム㈱に譲渡 

〃 丸善システムインテグレーション㈱を京セラ丸善システムインテグレーション㈱

（現・持分法適用会社）に社名変更 

平成16年10月 日本橋店閉店（再開発工事開始） 



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、連結財務諸表提出会社である丸善㈱を中心に子会社９社、関連会社４

社により構成されております。 

当連結会計年度における事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置づけは、次のとおりであります。 

なお、区分は事業の種類別セグメントと同一であります。 

  

(注)１ 上記の他、京セラ丸善システムインテグレーション㈱、マイクロメイト岡山㈱の主要な事業内容は、当社のITビジネス事業

の請負及びコンピュータに係る運用管理請負であります。 

  ２ 当連結会計年度において、丸善ブックメイツ㈱は、書籍・文具系の営業店舗の運営を当社へ移管しております。丸善メイツ

㈱は、保険代理店業より撤退しております。また、㈱丸善トライコムは、店舗の転貸以外の事業より撤退しております。 

   

区分 主要な事業内容 会社名

書籍及び 

文化雑貨事業部門 

大学、官庁付置研究機関、企業資料

室、公共図書館等への学術情報を中

心にした書籍販売等 

当社(学術情報ナビゲーション事業部) 

Maruzen International Co.,Ltd. 

㈱けいはんなインフォザール 

主要都市に店舗を設け、書籍のほか

文具、洋品等の複合的な店舗販売及

びその関連事業 

当社(店舗事業部、アパレル事業部) 

丸善ブックメイツ㈱、丸善メイツ㈱ 

丸善ソフィック㈱ 

主にロードショップで書籍のほか文

具、文化雑貨等の複合的な販売及び

AV製品等のレンタル 

㈱オルモ、㈱丸善トライコム 

学術専門書中心の出版業 当社(出版事業部) 

出版に係る企画、編集、製作等の請

負 
丸善プラネット㈱ 

設備建築並びに 

内装業部門 

大学等教育研究機関、国公行政機関

等の図書館・教室などの建築及び内

装設備の設計施工 

当社(環境デザイン事業部) 

書店・文具店など文化系小売業の店

舗設備の設計施工 
当社(ショップ・システム・プロデュース事業部) 

図書館設備什器及び店舗設備什器の

製造・塗装・組立 
㈱第一鋼鉄工業所 

店舗用建物及び付属設備の建築並び

に内装工事の企画、設計、施工及び

監理 

㈱ビー・オー・エム 

その他事業部門 不動産賃貸業ほか 
当社(不動産部ほか) 

丸善システムサービス㈱ 



以上のグループについて図示すると次のとおりであります。 

  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ セグメント上では消去又は全社に含めております。 

３ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

４ 債務超過会社。債務超過の金額は、平成18年１月末時点で丸善システムサービス㈱は10,720百万円、平成17年12月末時点

で丸善ブックメイツ㈱は5,570百万円、㈱丸善トライコムは1,811百万円であります。 

５ 当連結会計年度において、丸善ブックメイツ㈱は、書籍・文具系営業店舗の運営を当社へ移管しております。丸善メイツ

㈱は、保険代理店業より撤退しております。また、㈱丸善トライコムは、店舗の転貸以外の事業より撤退しております。

６ 有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数及び臨時雇用者数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

    ３ コンピュータ事業部門は前連結会計年度に譲渡したことによりなくなっております。 

名称 住所 資本金
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

（連結子会社）   

丸善システムサービス㈱(注４) 東京都中央区 30
その他事業部
門 100.0

不動産の賃貸・管理業 
役員の兼任等…２名 

丸善ブックメイツ㈱(注４、５) 東京都千代田区 30
書籍及び文化
雑貨事業部門 100.0

当社の書籍等店舗業務の委
託 
役員の兼任等…１名 

丸善メイツ㈱（注３、５） 東京都千代田区 12
書籍及び文化
雑貨事業部門 

100.0
(96.7)

当社の書籍等店舗業務の委
託 
役員の兼任等…無 

㈱オルモ 宮城県名取市 10
書籍及び文化
雑貨事業部門 100.0

書籍の販売・ビデオ・CD・
DVDのレンタル業務の分担 
役員の兼任等…１名 

㈱第一鋼鉄工業所 神奈川県大和市 29
設備建築並び
に内装業部門 100.0

書籍棚等の請負製造 
役員の兼任等…１名 

㈱丸善トライコム(注４、５) 兵庫県三田市 20
書籍及び文化
雑貨事業部門 100.0

不動産の賃貸業 
役員の兼任等…１名 

（持分法適用関連会社）   

京セラ丸善システムインテグレ
ーション㈱ 東京都港区 30 （注２） 40.0

当社のＩＴビジネス事業の
請負 
役員の兼任等…１名 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

書籍及び文化雑貨事業部門 693 (1,782) 

設備建築並びに内装業部門 163 (   47) 

その他事業部門 9 (   ―) 

全社(共通) 130 (    5) 

合計 995 (1,834) 



(2) 提出会社の状況 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間平均人員を( )外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。また、決算期の変更により、当事業年度は平成17年４月１日か

ら平成18年１月31日までの10ヶ月決算となっており、実支給平均額で１年換算した金額を記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、丸善労働組合と称し、平成18年１月31日現在の組合員数は612人で、労使関係は円満に維持さ

れております。 

  

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

902 (1,630) 40.7 17.3 5,434,155



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の動向が経済に与える影響について懸念されるものの、企業の

業績改善に伴う設備投資の拡大や家計所得の改善を背景とする個人消費の回復により、自律的な回復が実現されつ

つあります。 

 しかしながら当社グループを取り巻く環境は依然として厳しく、少子化の進展に伴う大学全入時代の到来や国立

大学の独立行政法人化の動き等、大学を取り巻く環境が急速に変化しているなか、教育・学術市場における既存ビ

ジネスの競争は一層激化しております。また、出版物販売額や書店販売動向も依然として厳しい状況が継続してお

ります。 

 このような環境下にあって教育・学術市場では、大学図書館資料費予算の抑制及び研究費予算執行の変化が書籍

雑誌販売事業に影響を与える結果となりました。特に外国雑誌受注における競争は年々厳しくなり、受注減をカバ

ーするために書籍販売での付加価値サービスの提供に注力すると共に、年々高まる大学及び公共図書館を中心とす

るアウトソーシング（受託業務）への対応や、学部・学科の改組転換案件の確実な受注、教育支援サービスの提供

等大学の経営改革に関連する需要への対応を強化してまいりました。 

 出版事業におきましては、市場環境の厳しいなか、蔵版・発売書・ビデオとも医療分野への展開に注力したこと

により、好調な業績を残しました。 

 店舗事業におきましては、依然厳しい商環境下で既存店舗が苦戦をするなか、前期に開店いたしました旗艦店

「丸善・丸の内本店」が好調に推移いたしました。また、地域商圏の変化に対応するため、アパレル店舗や子会社

運営店舗を含めた既存店の閉店や他社への譲渡、新規店舗の出店や子会社運営店舗の当社への移管を積極的に進め

ることにより、店舗ネットワーク基盤の強化と店舗運営の効率化を図ってまいりました。 

 店装事業におきましては、書店市場及びリサイクル市場におけるフランチャイズ店オーナーへのリニューアル提

案を中心に展開し、順調な実績を残しました。 

 以上の結果、売上高は834億11百万円となりました。また、外国雑誌の競争要件と為替変動による粗利益率の低下

もありましたが、販売費及び一般管理費を継続的に削減したことにより、営業利益は４億54百万円となりました。

一方、財務面ではシンジケートローン契約を締結するなど支払利息の軽減に努めましたが、遺憾ながら３億60百万

円の経常損失となりました。特別利益では固定資産の売却益36億23百万円を計上し、特別損失では構造改革費用及

び減損損失等91億34百万円を計上しましたので、当期純損失は66億24百万円となりました。 

  

 なお、当連結会計年度は決算期変更に伴う10ヶ月決算であるため、前年同期比較の記載は行っておりません。 



  
事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

[書籍及び文化雑貨事業部門] 

 基幹事業部である学術情報ナビゲーション事業部では、大学図書館を中心とした資料費予算抑制傾向のなか、図

書館や研究者の求める学術情報の提供に注力いたしました。外国雑誌につきましては、世界最大の学術出版社であ

るエルゼビア社の電子ジャーナルパッケージ商品の病院市場における独占販売契約を締結し、販売を開始するな

ど、当社が独占販売権を保有する電子ジャーナルの販売やコンソーシアムの組成に努めました。その結果、電子商

品の受注は大幅に増加したものの、全体として厳しい価格競争と外国為替の変動による影響を受けました。 

 当社が提供する学術情報プラットホーム「Knowledge Worker」の利用により、洋書・和書の受注は拡大しつつあ

ります。洋書につきましては、新価格政策及び「丸の内本店」の在庫をはじめ海外主要出版社や取次会社の在庫の

有効活用等による物流改善を図り受注を拡大いたしました。和書につきましては、前期より開始した新物流サービ

ス「丸善ブックネットサービス」による納期の短縮を実現し、お客さまから高い評価を得ております。 

 図書館を中心としたアウトソーシング事業では、地方自治体における指定管理者制度の導入に伴い公共図書館の

指定管理者の指定を受けるなど、大学図書館からの業務受託と併せて受注拡大を図ってまいりました。 

 大学の教育・研究支援のためのソリューション事業では、講義支援システム「JENZABAR」を中心に、新規取引の

獲得や既存取引の契約規模の拡大、さらに新しいソリューションのサービスメニュー増加により受注を拡大いたし

ました。 

 店舗事業部では、前期丸の内ＯＡＺＯ内に出店いたしました「丸の内本店」が順調に推移、さらに新規出店店舗

の効果により、売上高において、順調な実績を残すことができました。当期は、９月に新規開業いたしました百貨

店そごう心斎橋本店12階に“本物”にこだわる書籍と文具の店として出店した「大阪心斎橋そごう店」をはじめ、

「関西国際空港 南ゲート店・北ゲート店」、「エキュート品川店」、「アトレ大森店」、「札幌アリオ店」を開

店するなど、総計約1,000坪の出店を行いました。さらに、10月から12月にかけて連結子会社である丸善ブックメイ

ツ株式会社が運営していた「新宿エステック店」、「パピエ田無店」、「横浜ポルタ店」、「名古屋セントラルパ

ーク店」、「札幌ピヴォ店」、「平塚店」の６店舗（約900坪）を順次当社に移管し、店舗ネットワーク基盤の強化

と店舗運営の効率化を図ってまいりました。 

 なお、永年ご愛顧いただきました「京都河原町店」、「大阪心斎橋店」、「札幌南一条店」は各地域の商圏の変

化に伴い残念ながら閉店いたしました。連結子会社についても店舗運営の効率化を図るため、丸善ブックメイツ株

式会社では６店舗、株式会社オルモでは１店舗を閉店いたしました。また、株式会社丸善トライコムでは営業店舗

事業から撤退し５店舗を他社に譲渡いたしました。 

 更に、前期より新規店舗を中心に順次導入を開始いたしました新店舗ＰＯＳシステムは、「新札幌ＤＵＯ店」へ

の配備により導入済み店舗は24店舗となりました。リアルタイムに売上高や商品在庫情報を把握することで、お客

さまのニーズを的確に捉え、より良い品揃えを可能にし、効率化も推進いたしました。 

 新たな販売チャネルの一つとして急成長している携帯電話によるモバイルコマース分野でのサービス提供も重視

し、ＫＤＤＩ株式会社との業務提携により「ａｕ Ｂｏｏｋｓ」ブランドによるａｕ携帯電話での書籍販売を４月21

日に開始いたしました。さらに７月４日には、ＮＴＴドコモ、ボーダフォンに対応した『丸善インターネットショ

ッピング (ＭＩＳ)』携帯電話版を開設し、売上高の拡大を図りました。さらにＭＩＳのＰＣ版、携帯版にて「丸の

内本店」、「津田沼店」、「お茶の水店」の洋書・和書の店頭在庫情報を開示いたしました。店内の棚位置も表示

しており、ご来店いただいたお客さまには、よりスムーズに書籍をお探しいただけるようになりました。また「丸

の内本店」にて、ＭＩＳでご注文いただいた書籍の店頭お渡しサービスを開始いたしました。さらに文具商品の

「楽天モール」サイト及び「ＣｏＤｅｎモール」サイトへの出店をいたしました。 

 文具につきましては、「オノト万年筆」の国内独占販売をいたしました。当社は明治40年に英国トーマス・デ・

ラ・ルー社の日本総代理店となり、「オノト万年筆」の輸入販売を始めました。「オノト万年筆」は、夏目漱石や



北原白秋をはじめとする明治の文豪たちに愛され、昭和30年代に英国での生産が中止されてからは、「幻の万年

筆」として、アンティークの世界でも貴重な存在となっています。昨年英国で「オノトペンカンパニー」が設立さ

れ、「オノト」発売100周年を記念した万年筆が限定500本発売されました。従来からの「オノト」との関係を活か

し、100本を国内独占販売いたしましたところ、１本15万円と高額であったにも拘らず、発売と同時に完売いたしま

した。 

 アパレル事業部では、「京都河原町店」の閉店に伴い洋品フロアの営業を終了いたしました。また、ご愛顧いた

だきました「福岡ビル店」洋品フロアも平成18年１月をもちまして営業を終了いたしました。 

 出版事業部では、市場が伸張している医学書に注力した蔵版で新刊を７点刊行するとともに、医学書既刊書の販

売促進に努めました。発売書におきましては、新刊「JAPIC 医療用医薬品集」を最重点商品に取り上げ、ビデオ

は、新作「生命・医療倫理学入門」を投入し、併せて既刊ビデオの販売も医療市場に重点を置くなど、出版事業部

全体として医療分野へ注力いたしました。 

 また、蔵版では、「第５版 実験化学講座」、「色の百科事典」、「知的財産権事典 第２版」、「第３版 航

空宇宙工学便覧」、「ギャノング生理学 原書22版」、「食生活と栄養の百科事典」等、110点の新刊を刊行いたし

ました。発売書では、「JAPIC 医療用医薬品集」の他、「人体の不思議」、「新・公害防止の技術と法規」等、187

点の新刊を取り扱いました。ビデオは、オリジナル商品の新作「生命・医療倫理学入門」及び発売ビデオの新作

「英語の冒険」、「ビジュアル臨床心理学 続編」が好調な実績を残しました。 

 以上の結果、当部門の売上高は、730億79百万円、営業利益12億85百万円となりました。 

  

[設備建築並びに内装業部門] 

 環境デザイン事業部では、大学経営層へ特化したコンサルティング型営業を推進することで大学・学部の「新増

設・改組転換」において、前期に引き続き活発な動きがあった薬学部、医療技術系（看護・リハビリ等）学部学科

を中心にコンサルティング業務受託を含め、受注拡大を図りました。外部資金 (補助金)獲得支援についても、申請

支援案件の採択実績も増加いたしました。 

 当期に教育・学術事業本部に新設いたしましたE&L(Education&Learning)開発部との連携により「学習環境デザイ

ン提案」を大学の教育分野における問題解決型ソリューションとして推進いたしました。「学習環境デザイン」

は、図書館を中心とした学習支援・研究支援・リテラシー支援という「学生が自ら学ぶ」ことに対する施設面、サ

ービス内容、運用評価、ITシステムからのトータル提案です。 

 その他、委託契約による大学事務局への業務支援、教養教育プログラム(実践英語教育）の提供、職員研修プログ

ラム提供等、新たなソリューションの実績を残しました。 

 コンテンツ・ビジネスでは、「CASEC」（英語コミュニケーション能力判定テスト）を大学・短期大学市場におい

て引き続き拡大し、また、「E－Testing」（インターネットを活用した就職試験対策、キャリア・サポート）等に

ついても、首都圏を中心とした大学での採用が増加しております。 

 ショップ・システム・プロデュース事業部では、新刊書店における新業態の提案及びリニューアルの提案によ

り、出店減少が続く状況下でも大型物件や話題の店舗を数多く受注することができました。 

 リサイクル市場におきましては、大規模複合型リサイクルショップの施工実績を踏まえたリニューアル提案が奏

効し、高い評価を得ることができました。 

 インターネットカフェ業界におきましては、大規模郊外型店舗のデザイン設計及び施工を全国的に受注し、モデ

ル店舗を確立いたしました。 

 また、その他の多店舗展開店へも積極的にデザイン提案を行い、提案案件の開発を推進してまいりました。 

 以上の結果、当部門の売上高は、97億89百万円、営業利益6億57百万円となりました。 

  

[その他事業部門] 



 建物賃貸収入及びその他の事業では、保有する不動産の売却によって、売上高は、5億42百万円、営業損失1億91

百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は85億62百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動による資金収支は△21億16百万円となりました。これは、主に税金等調整前当

期純損失と仕入債務の減少によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動による資金収支は63億38百万円となりました。これは、主に固定資産と投資有

価証券の売却によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動による資金収支は△138億98百万円となりました。これは、主に短期借入金、長

期借入金の返済、及び転換社債の償還による支出と優先株式発行による収入によるものです。 

 なお、当連結会計年度は決算期変更に伴う10ヶ月決算であるため、営業活動、投資活動及び財務活動に関する各

資金収支については、前年同期比較の記載は行っておりません。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 金額は製造原価であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ３ 当連結会計年度は決算期変更に伴う10ヶ月決算であるため、前年同期比較の記載は行っておりません。 

    ４ コンピュータ事業部門は前連結会計年度に譲渡したことによりなくなっております。 

  

(2) 受注状況 

当社では、受注により設備の設計等を行っており、その状況を示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ３ 当連結会計年度は決算期変更に伴う10ヶ月決算であるため、前年同期比較の記載は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

   ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ３ 当連結会計年度は決算期変更に伴う10ヶ月決算であるため、前年同期比較の記載は行っておりません。 

    ４ コンピュータ事業部門は前連結会計年度に譲渡したことによりなくなっております。 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

書籍及び文化雑貨事業部門 927 ― 

設備建築並びに内装業部門 8,750 ― 

合計 9,677 ― 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

設備建築並びに内装業部門 13,521 ― 8,442 ―

合計 13,521 ― 8,442 ―

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

書籍及び文化雑貨事業部門 73,079 ―

設備建築並びに内装業部門 9,789 ―

その他事業部門 542 ―

合計 83,411 ―



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは財務課題として、「有利子負債の削減」と「事業収益性の向上」が対処すべき課題と認識しており

ます。平成17年８月に実施いたしました資本導入を梃子に財務課題の解決を図るとともに事業の選択と集中による事

業構造改革を積極的に進めてまいります。 

当社グループのコア市場である教育・学術市場におきましては、少子化の進展に伴う大学全入時代の到来、国立大

学の独立行政法人化の動きなど大学を取り巻く環境が急速に変化しており、この変化の中から新たなニーズが顕在化

しております。こうしたニーズに対応し、顧客のベストパートナーとしての信頼を構築、維持するためのソリューシ

ョン力を強化することによりビジネスモデルの転換を図り、事業収益性の向上を図ってまいります。 

一方、もう一つの事業の柱として店舗事業の拡大を図るなかで、効率性の高い店舗運営と商圏の変化に対応した出

退店等により事業収益性を高めると同時に、店舗ネットワークの強化を図ってまいります。 

従業員の生産性の向上、さらなる財務体質の健全化、コーポレート・ガバナンスの強化を行い、新たな企業文化づ

くりと株主資本の充実を図ってまいります。 

  

  

４ 【事業等のリスク】 

（1）財政状態及び経営成績の大幅な変動 

教育・学術市場においては、今後も引き続きシェアの拡大とアウトソーシング事業、ITソリューション事業の受注

拡大を図ることにより収益を確保してまいりますが、予算抑制状況の中で外国雑誌商戦における想定以上の競争激化

が収益に影響を及ぼす可能性があります。 

店舗事業においては、ITを活用したきめ細かな商品政策とローコストオペレーションを推進し収益の拡大を図って

まいりますが、気候状況や景気動向、競合他社の出店状況等により収益に影響を及ぼす可能性があります。 

平成17年９月26日に締結したシンジケートローン契約（借入金残高25,000百万円）には、財務制限条項が付されて

おりこの条項に抵触した場合には取引条件の見直しを求められる可能性があります。 

  

（2）為替変動の影響について 

当社が取り扱う輸入書籍及び外国雑誌は為替変動に連動し販売価格を設定しております。輸入書籍は一定期間の為

替相場をもとに、また、外国雑誌は年度契約が基本であり、年度ごとに為替相場を反映するように設定しておりま

す。一方、仕入では円建て取引を行うほか、為替予約を実行し、販売価格に対応した為替予約を行うことで過度に為

替変動の影響を受けないことを基本としております。しかし、完全に為替リスクを排除することは困難であり、短期

間に急激な為替変動が起こった場合には収益への影響を受ける懸念があります。 



  
（3）法的規制等について 

 ①再販売価格維持制度について 

 当社グループにて製作・販売している出版物は、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（以下「独

占禁止法」といいます。）第23条第４項の規定により、再販売価格維持制度（以下「再販制度」といいます。）が認

められる特定品目に該当しており、書店では定価販売が認められております。 

独占禁止法は、再販制度を不公正な取引方法として原則禁止しておりますが、出版物が我が国の文化の振興と普及

に重要な役割を果たしていることから、公正取引委員会の指定する書籍、雑誌及び新聞等の著作物の小売価格につい

ては、例外的に再販制度が認められています。 

公正取引委員会が、平成13年３月23日に発表した「著作物再販制度の取扱いについて」によると、著作物再販制度

については、当面、残置されることは相当であるとの結論が出されております。しかし併せて、業界に対し、再販制

度を維持しながらも、消費者利益の向上が図られるように現行制度の弾力的運用を要請しています。従いまして、今

後、再販制度が廃止された場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ②出店に関する法的規制について 

当社グループの小売業部門においては、売場面積1,000㎡超の店舗（以下「大規模小売店舗」といいます。）を出店

する場合、「大規模小売店舗立地法」の規制を受けます。大規模小売店舗の出店については出店調整等の規制の影響

を受ける可能性があるため、当該規制によって出店計画に変更が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

  

 ③出版物の委託販売制度について 

当社グループにおける出版事業では、書籍業界の商慣習に従い、当社グループが取次または書店に配本した出版物

（主として書籍・雑誌）のほとんどについては、配本後、約定した委託期間内に限り、返品を受け入れることを取引

条件とした委託販売制度をとっております。 

 書籍の委託には、主として次の２種類があります。 

  ⅰ）新刊委託 

    新刊時または重版時の書籍が対象となり、書籍取次店との委託期間は６ヶ月間であります。 

  ⅱ）長期委託 

     既刊の書籍をテーマあるいは季節に合わせてセット組みしたもの、あるいは全集物が対象となり、委託期

間は、ケース・バイ・ケースでありますが、12ヶ月になることもあります。 

  定期刊行誌（雑誌）の委託期間は、次のとおりです。 

    月刊誌   発売日より３ヶ月間    

当社グループは、委託販売制度による出版物の返品による損失に備えるため、会計上、出版事業に係る売掛金残高

または出版物の売上金額に一定期間の返品実績率を乗じた返品調整引当金を計上しておりますが、返品率の変動は、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



  
（4）個人情報保護について 

当社は、お客さまから個人情報を適切に収集し管理した上で、サービス提供を行っております。個人情報の取り扱

い及び社内体制の整備については細心の注意を払っております。しかしながら、外部からのハッキング行為など、不

測の事態により個人情報が外部に漏洩するような事態に陥った場合、信用失墜による収益の減少、損害賠償等による

予期せぬ費用が発生し、当社の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（5）自然災害について 

 当社は、将来予測される大規模地震等の自然災害に備え、コンピュータシステム及び通信設備等の重要機器は耐震

構造と自家発電設備を備えたビルに収容し、データのバックアップ等の対策も講じております。しかしながら、大規

模災害が発生し、店舗POS等ホストシステムの停止を余儀なくされ、万が一停止期間が長期化した場合、当社の事業運

営に多大な影響を及ぼす可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

（株式引受契約の締結） 

 当社は、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社との間で、同社に対し総額100億620

万円の第三者割当増資（種類株式発行）を行うことで合意し、平成17年５月20日に株式引受契約を締結いたしまし

た。なお、この第三者割当増資は、平成17年６月29日開催の株主総会決議及び同日開催の取締役会決議により承認可

決され、同年８月４日に全ての手続が完了いたしました。 

  

（シンジケートローン契約の締結） 

 当社は、平成16年３月29日に締結したシンジケーション方式タームローン契約を解約し、平成17年９月26日に、㈱

三井住友銀行、㈱みずほ銀行をアレンジャーとした計５行（合併により現在４行）の金融機関との間で、総額300億円

を借入れ枠とするシンジケートローン契約を締結いたしました。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、422億50百万円(前連結会計年度末は561億２百万円)となり、138億52

百万円減少いたしました。主に、現金及び預金（182億４百万円から85億62百万円へ96億42百万円減）、たな卸資産

（201億67百万円から166億59百万円へ35億８百万円減）の減少によるものです。現金及び預金につきましては、大和

証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社に対し第三者割当増資（種類株式発行）を実施した

ことによる増加と有利子負債を圧縮したことによる減少であります。たな卸資産は、売上規模に合わせ圧縮した結果

であります。 

  

(固定資産) 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、125億84百万円(前連結会計年度末は205億62百万円)となり、79億77

百万円減少いたしました。主に、建物及び構築物(59億17百万円から32億11百万円へ27億５百万円減)、土地(33億30百

万円から19億57百万円へ13億72百万円減)、投資有価証券(30億25百万円から22億48百万円へ７億77百万円減)、繰延税

金資産（６億52百万円減）の減少であります。主に、売却及び減損処理等の結果であります。 

  

(流動負債) 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、393億60百万円(前連結会計年度末は579億85百万円)となり、186億24

百万円減少いたしました。主に、短期借入金(231億43百万円から190億13百万円へ41億30百万円減)の減少及び転換社

債（一年以内償還予定）の全額償還（122億30百万円減）によるものであります。 



  
(固定負債) 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、102億12百万円(前連結会計年度末は168億22百万円)となり、66億10

百万円減少いたしました。主に、長期借入金を有利子負債圧縮のために返済(130億27百万円から60億円へ70億27百万

円減)したことによるものであります。 

  

(資本) 

当連結会計年度末における資本の残高は、52億61百万円(前連結会計年度末は18億56百万円)となり、34億４百万円

増加いたしました。主に、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社に対し第三者割当増

資（種類株式発行）を実施したことによる増加と当期純損失を計上したことによる減少であります。 

  

(2) キャッシュ・フローの分析 

「第２［事業の状況］－１［業績等の概要］－(2)キャッシュ・フローの状況」をご参照下さい。 

  

(3) 経営成績の分析 

当連結会計年度は決算期変更に伴う10ヶ月決算であるため、前年同期比較は行っておりません。 

当連結会計年度における売上高は834億11百万円、売上総利益は199億６百万円、販売費及び一般管理費は194億51百

万円となり、営業利益は４億54百万円、経常損失は３億60百万円、税金等調整前当期純損失は57億98百万円、当期純

損失は66億24百万円となりました。 

当連結会計年度は当社及び各子会社の事業構造改革を実施し、事業の効率化を図ってまいりました。また、財務面

では、有利子負債構造を全面的に見直し支払利息の軽減に努めてまいりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

  

  

(注) 当連結会計年度は決算期変更に伴う10ヶ月決算であるため、前年同期比較の記載は行っておりません。 

  

当連結会計年度における主な設備の譲渡は、以下のとおりであります。 

国内子会社 

    当連結会計年度   前年比 

書籍及び文化雑貨事業部門   84百万円   ―％ 

設備建築並びに内装業部門   12   ― 

その他事業部門   283   ― 

計   380   ― 

消去又は全社   0   ― 

合計   381   ― 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容

帳簿価額(百万円) 

建物
及び構築物 

土地 
(面積㎡) 

合計 

丸善システム
サービス㈱ 

札幌ビル 
（札幌市中
央区） 

その他事業部門 店舗及び賃貸店舗 1,271
207 
(892)

1,478



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(平成18年１月31日現在) 

  

(2) 国内子会社 

(平成18年１月31日現在) 

(注) １ 上記の他、当社では第２丸善ビル(当期賃借料359百万円(10ヶ月))、名古屋支店ビル(当期賃借料467百万円(10ヶ月))を賃

借しております。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は機械装置及び運搬具であります。 

３ 従業員数の( )は、臨時従業員数を外書しております。 

４ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借資産の内容は、下記のとおりであります。 

     提出会社 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
工具器具
及び備品

土地
(面積㎡)

その他 合計 

岡山シンフォニービル店 
(岡山県岡山市) 

その他事業 
部門 

店舗 694 0
592
(393)

― 1,286 
7
(46)

丸善・丸の内本店 
(東京都千代田区) 

その他事業 
部門 

店舗 497 4
―
(―)

― 502 
29
(192)

札幌営業センター 
(北海道札幌市豊平区) 

その他事業 
部門 

事務所 241 3
162

(1,157)
― 406 

13
(25)

賃貸用ビル 
(兵庫県神戸市他１都道 
府県) 

その他事業
部門 

賃貸用マン
ション 

246 ―
775

(3,449)
― 1,021 

―
(―)

金沢五輪ビル 
（石川県金沢市） 

その他事業
部門 

遊休資産 4 0
82

(235)
― 87 

―
(―)

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物

及び構築
物 

工具器具
及び備品 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

丸善シス 
テムサー 
ビス㈱ 

賃貸用資
産 

その他事
業部門 

賃 貸 ア パ
ート他 

25 15
142
(755)

― 182 ―

㈱第一鋼
鉄工業所 

工場及び
配送セン
ター等 
(神奈川
県大和市 
及び新潟
県西蒲原
郡) 

設備建築
並びに内
装部門 

工 場 及 び
物 流 倉 庫
他 

555 9
159

(16,462)
34 758 

33
(15)

名称 
事業の種類別セ
グメントの名称

リース期間
年間支払リース料
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

店舗建物及び構築物 
(オペレーティングリース) 

書籍及び文化
雑貨事業部門 

3～20年 612 9,341

事務所建物 
(オペレーティングリース) 

全社 5年 349 1,745

店舗什器 
（ファイナンスリース） 

書籍及び文化
雑貨事業部門 

7年 57 374



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資につきましては、新規出店に係るものとして、５億円を予定し

ております。その他の改修、補修設備等は僅少であります。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 平成17年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり定款の変更を行うことを決議いたしました。 

「当会社の発行する株式の総数は３億株とし、このうち２億9,990万株は普通株式、10万株は優先株式とする 

優先株式のうち11,120株は第１回Ａ種優先株式、11,120株は第１回Ｂ種優先株式、11,120株は第１回Ｃ種優先株式、11,120

株は第１回Ｄ種優先株式、7,410株は第１回Ｅ種優先株式、7,410株は第１回Ｆ種優先株式、7,410株は第１回Ｇ種優先株式、

7,410株は第１回Ｈ種優先株式とする 

但し普通株式の消却又は優先株式の消却もしくは普通株式への転換が行なわれた場合にはこれに相当する株式数を減ずる」 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 第１回Ａ種優先株式、第１回Ｂ種優先株式、第１回Ｃ種優先株式、第１回Ｄ種優先株式、第１回Ｅ種優先株式、第１回Ｆ種

優先株式、第１回Ｇ種優先株式、第１回Ｈ種優先株式の内容は次のとおりであります。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 299,900,000

優先株式 100,000

計 300,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年１月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年４月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 108,162,360 108,162,360
東京証券取引所
市場第一部 

― 

第１回 
Ａ種優先株式 

11,120 11,120 ― （注） 

第１回 
Ｂ種優先株式 

11,120 11,120 ― （注） 

第１回 
Ｃ種優先株式 

11,120 11,120 ― （注） 

第１回 
Ｄ種優先株式 

11,120 11,120 ― （注） 

第１回 
Ｅ種優先株式 

7,410 7,410 ― （注） 

第１回 
Ｆ種優先株式 

7,410 7,410 ― （注） 

第１回 
Ｇ種優先株式 

7,410 7,410 ― （注） 

第１回 
Ｈ種優先株式 

7,410 7,410 ― （注） 

計 108,236,480 108,236,480 ― ― 



(1)優先配当金 

a) 優先配当金 

当社は、利益配当を行うときは、各決算期日最終の株主名簿に記載又は記録された各種優先株式を有する

株主（以下「優先株主」という。）又は各種優先株式の登録質権者（以下「優先登録質権者」という。）

に対し、各決算期日最終の株主名簿に記載又は記録された当社普通株式を有する株主（以下「普通株主」

という。）及び当社普通株式の登録質権者（以下「普通登録質権者」という。）に先立ち、各種優先株式

１株につき下記b)に定める額の利益配当金（以下「優先配当金」という。）を支払う。但し、平成18年１

月31日に終了する営業年度及び平成19年１月31日に終了する営業年度における優先配当金の支払いは行わ

ない。 

b) 優先配当金の額 

1) 優先配当金の額は、優先株式の発行価額（135,000円）に、それぞれの営業年度毎に下記の配当年率（以下

「優先配当年率」という。）を乗じて算出した額とする。優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出

し、その小数第４位を四捨五入する。 

2) 優先配当年率は、次回配当年率修正日（下記 4）に定義される。）の前日までの各営業年度について、以

下の算式によりそれぞれ計算される年率とする。 

平成18年１月31日に終了する営業年度 

優先配当年率＝0％ 

平成19年１月31日に終了する営業年度 

優先配当年率＝0％ 

平成20年１月31日に終了する営業年度 

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋3.00％ 

平成21年１月31日に終了する営業年度 

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋3.50％ 

平成22年１月31日に終了する営業年度 

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋4.00％ 

平成23年１月31日に終了する営業年度 

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋4.50％ 

平成24年１月31日に終了する営業年度から平成28年１月31日に終了する営業年度まで 

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋7.50％ 

平成29年１月31日に終了する営業年度以降 

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋10.00％ 

3) 優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

4) 「配当年率修正日」は、平成20年２月１日及び、以降毎年２月１日とする。当日が銀行休業日の場合は前

営業日を配当年率修正日とする。 

5) 「日本円TIBOR（６ヶ月物）」は、平成19年２月１日又は各配当年率修正日及びその直後の８月１日（当日

が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点（以下それぞれ「優先配当決定基準日」という。）において、

午前11時における日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）

として全国銀行協会によって公表される数値の平均値を指すものとする。当該平均値の算出にあたり、優

先配当決定基準日に日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レートが公表されない

場合、これに代えて、同日（当日がロンドンにおける銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11

時におけるロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベー

ス））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用

いるものとする。 

c) 累積条項 

当社は、ある営業年度において優先株主又は優先登録質権者に対し、優先配当金の一部又は全部が支払わ

れないときは、その不足額を翌営業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「優先株式累積未払配当

金」という。）については、優先配当金に先立ってこれを優先株主又は優先登録質権者に支払う。 

d) 非参加条項 

優先株主又は優先登録質権者に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。 



(2)残余財産の分配 

a) 当社の残余財産を分配するときは、優先株主又は優先登録質権者に対し、普通株主及び普通登録質権者に先

立ち、優先株式１株につき135,000円及び優先株式累積未払配当金相当額の合計額（以下「優先残余財産分

配金」という。）を支払う。 

b) 優先株主又は優先登録質権者に対しては、優先残余財産分配金のほか、残余財産の分配は行わない。 

(3)償還請求権 

a) 第１回Ａ種優先株主及び第１回Ａ種優先登録質権者は、平成19年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を含

む。）から、第１回Ｂ種優先株主及び第１回Ｂ種優先登録質権者は、平成20年以降の毎年定時株主総会開

催日（同日を含む。）から、第１回Ｃ種優先株主及び第１回Ｃ種優先登録質権者は、平成21年以降の毎年

定時株主総会開催日（同日を含む。）から、第１回Ｄ種優先株主及び第１回Ｄ種優先登録質権者は、平成

22年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を含む。）から、それぞれ毎同年12月末日（同日を含む。）ま

での期間において、当社の前営業年度の配当可能利益から、当該前営業年度に関する定時株主総会におい

て利益から配当し又は支払うものと定めた額を控除した額を、償還請求日が属する営業年度における償還

の上限として、優先株式の全部又は一部の償還請求を行うことができ、当社は、当該償還請求のあった日

から１ヶ月以内に、法令の定めに従い償還手続きを行うものとする。 

b) 同日において、上記a)本文の上限額を超えて各種優先株式を有する株主及び登録質権者からの償還請求があ

った場合、上記a)本文の限度額を償還請求があった各種優先株式の発行価額総額に応じて按分比例した金

額を当該優先株式の償還限度額とし、償還すべき優先株式は当該償還限度額の範囲内で抽選その他の方法

により決定する。 

c) 当社は、優先株主及び優先登録質権者に対し、償還の対価として、１株当たり金135,000円に、償還日の属

する営業年度における優先配当金の額を償還日の属する営業年度の初日から償還日までの日数（初日及び

償還日を含む。）で日割計算した額（小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。）並びに

優先株式累積未払配当金相当額の合計額を加算した額を支払うものとする。 

(4)買入消却 

a) 当社はいつでも株主に配当すべき利益をもって優先株式を買い受け、さらにこれを消却することができる。

b) 当社が優先株式を買い受け又は消却する場合、一又は複数の種類の優先株式について、その全部又は一部の

買い受け又は消却を行うことができる。 

(5)強制償還 

a) 当社は、第１回Ａ種優先株式、第１回Ｂ種優先株式、第１回Ｃ種優先株式及び第１回Ｄ種優先株式の全部又

は一部については平成22年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を含む。）から、第１回Ｅ種優先株式の

全部又は一部については平成19年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を含む。）から、第１回Ｆ種優先

株式の全部又は一部については平成20年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を含む。）から、第１回Ｇ

種優先株式の全部又は一部については平成21年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を含む。）から、第

１回Ｈ種優先株式の全部又は一部については平成22年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を含む。）か

ら、それぞれ毎同年５月31日（同日を含む。）までの期間において、優先株式の全部又は一部を強制償還

することができる。 

b) 償還価額は、１株につき、金139,050円に、償還日の属する営業年度における優先配当金の額を償還日の属

する営業年度の初日から償還日までの日数（初日及び償還日を含む。）で日割計算した額（小数第３位ま

で算出し、その小数第３位を四捨五入する。）並びに優先株式累積未払配当金相当額の合計額を加算した

額とする。 

c) 一部償還するときは、抽選その他の方法により行う。 

(6)株式の併合又は分割、新株引受権等の付与 

a) 当社は、法令に定める場合を除き、優先株式について株式の併合又は分割は行わない。 

b) 当社は、優先株主には、新株の引受権又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

(7)転換予約権 

a) 転換を請求し得べき期間 



  
第１回Ａ種優先株式については平成18年９月１日以降、第１回Ｂ種優先株式については平成19年９月１日

以降、第１回Ｃ種優先株式については平成20年９月１日以降、第１回Ｄ種優先株式については平成21年９

月１日以降、第１回Ｅ種優先株式については平成19年６月１日以降、第１回Ｆ種優先株式については平成

20年６月１日以降、第１回Ｇ種優先株式については平成21年６月１日以降、及び第１回Ｈ種優先株式につ

いては平成22年６月１日以降とする。 

b) 転換の条件 

各種優先株式は、以下に定める条件で、当社の普通株式に転換することができる。 

1) 当初転換価額 

当初転換価額は、普通株式１株当たり135円とする。 

2) 転換価額の調整 

(A)転換価額は、上記a)にそれぞれ定める日以降、下記(B)に掲げる各事由により、次の算式（以下「転換

価額調整式」という。）に従って調整される。 

(B)転換価額調整式により優先株式の転換価額の調整を行う場合及び調整後転換価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。 

(ⅰ) 下記(F)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の有

する当社の普通株式を処分する場合（但し、普通株式に転換され若しくは転換できる証券又は普

通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換又は

行使による場合は除く。） 

調整後転換価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の翌

日以降これを適用する。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後転換価額は、株式の分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。但し、配当可能

利益から資本に組み入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を

発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入の決議をする株主総会の終

結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後転換価額は、当該配当

可能利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

なお、上記但書において、株式の分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組

入の決議をした株主総会の終結の日までに転換をなした者に対しては、次の算出方法により、当

社の普通株式を新たに発行する。この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

現金による調整は行わない。 

(ⅲ) 下記(F)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換され又は転換することができる

株式を発行する場合 

調整後転換価額は、かかる株式の払込期日に、又は募集のための株主割当日がある場合はその日

に、発行される株式全てが転換されたものとみなし、その払込期日の翌日以降、又は株主割当日

がある場合はその翌日以降、これを適用する。但し、当該発行される株式の転換価額がその払込

期日又は株主割当日において確定しない場合、調整後転換価額は、転換価額が決定される日に、

発行される株式の全てが転換されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

(ⅳ) 新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本項において同じ。）の行使により

発行される普通株式の１株当たりの発行価額（商法第341条の15第５項又は第280条の20第４項に

規定される１株当たりの発行価額をいう。以下本項において同じ。）が下記(F)に定める時価を下

回ることとなる新株予約権を発行する場合 

調整後転換価額は、かかる新株予約権の発行日に、又は株主割当日がある場合はその日に、発行

される新株予約権の全てが行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降、又は株主割当日の

翌日以降これを適用する。但し、新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株当たりの価額が

その発行日又は株主割当日において確定しない場合、調整後転換価額は、新株予約権の行使に際

して払込をなすべき１株当たりの価額が決定される日に、発行される全ての新株予約権の行使が

なされたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

(C)当社は、上記(B)に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会

が適当と判断する転換価額の調整を行うものとする。 

        
既 発 行 
普通株式数 ＋

新規発行・処分
普通株式数 ×

１株当たりの 
発行・処分価額 

調整後 
転換価額 ＝ 調整前 

転換価額 × 
１株当たりの時価 

既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数 

    
（調整前転換価額－調整後転換価額） ×

調整前転換価額をもって転換により 
当該期間内に発行された株式数 

株式数 ＝ 
調整後転換価額   



(ⅰ) 合併、株式交換、株式移転、会社分割、資本の減少又は普通株式の併合その他当社普通株式数の

変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により、転換価額の調整を必要とする場合 

(ⅱ) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後転換価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要がある場合 

(D)転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまる限

りは、転換価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価

額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を

差し引いた額を使用する。 

(E)転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五

入する。 

(F)転換価額調整式に使用する時価は、調整後転換価額を適用する日（但し、上記(B)(ⅱ)但書の場合には

株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株

式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とし、その計算は円位未満小数第２位まで

算出し、その小数第２位を四捨五入する。 

(G)転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換価

額とする。 

(H)転換価額調整式で使用する「１株当たりの発行・処分価額」とは、それぞれ以下のとおりとする。 

(ⅰ)上記(B)(ⅰ)の場合には、当該発行価額又は処分価額（金銭以外の財産による払込の場合にはその

適正な評価額） 

(ⅱ)上記(B)(ⅱ)の場合には、0円 

(ⅲ)上記(B)(ⅲ)の場合には、当該転換価額 

(ⅳ)上記(B)(ⅳ)の場合には、当該１株当たりの発行価額 

(I)転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、又は株主割当日が

ない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該

各日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。 

3) 上記2)により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整

前転換価額、調整後転換価額及びその適用の日その他必要な事項を優先株主に通知する。但し、上記2)

(B)(ⅱ)但書に示される株式の分割の場合その他適用の日の前日までに上記の通知を行うことができない

ときは、適用の日以降速やかにこれを行う。 

4) 転換により発行すべき普通株式数 

優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。転換により発行すべき普通株

式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

    優先株主が転換請求のために提出 
した優先株式の発行価額の総額 ＋ 優先株式累積 

未払配当金相当額 
転換により発行すべき 
普 通 株 式 数 ＝ 

転換価額  



5) 転換請求受付場所 

東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

6) 転換の効力発生 

転換の効力は、転換請求書及び優先株式の株券が上記5)に記載する転換請求受付場所に到着した時に発生

する。但し、優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しない。 

(8)普通株式への一斉転換 

平成32年１月30日までに転換請求のなかった各種優先株式は、平成32年１月31日（以下「一斉転換日」とい

う。）をもって、各種優先株式１株の払込金相当額及び当該各種優先株式に係る各種優先株式累積未払配当

金相当額の合計額を、135円（以下「一斉転換価額」という。）で除して得られる数の当社の普通株式に転換

（以下「一斉転換」という。）される。但し、転換価額が一斉転換日までに上記(7)b)2)により調整された場

合には、一斉転換価額についても同様の調整を行うものとする。上記の普通株式数の算出にあたって１株に

満たない端数が生じたときは、商法に定める１株に満たない端数に関する処置に準じてこれを取り扱う。 

(9)期中転換又は一斉転換があった場合の取扱い 

各種優先株式の転換請求又は一斉転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、転換請求又

は一斉転換がなされた日の属する営業年度の２月１日に転換があったものとみなしてこれを支払う。 

(10)議決権 

a) 第１回Ａ種優先株主、第１回Ｂ種優先株主、第１回Ｃ種優先株主及び第１回Ｄ種優先株主は、株主総会にお

いて議決権を有しない。但し、以下に定める場合においては議決権を有する。なお、第１回Ａ種優先株

式、第１回Ｂ種優先株式、第１回Ｃ種優先株式又は第１回Ｄ種優先株式に関し下記1)又は2)と同様の事由

が生じた場合においても、他の当該優先株式の株主は議決権を有するものとする。 

1) 当該優先株主に対して優先配当金及び優先株式累積未払配当金相当額全額を支払う旨の議案が前営業年度

に係る定時株主総会に提出されない場合は当該定時株主総会より、又はその議案が当該定時株主総会にお

いて否決された場合は当該定時株主総会の終結の時より、当該優先株主に対して優先配当金及び優先株式

累積未払配当金相当額全額を支払う旨の決議がなされた定時株主総会の終結の時まで、議決権を有する。

2) 当社が、償還請求のあった第１回Ａ種優先株式、第１回Ｂ種優先株式、第１回Ｃ種優先株式又は第１回Ｄ

種優先株式について償還に応じることができなかった場合には、未償還の優先株式に係る優先株主は、そ

の後の当社株主総会において議決権を有する。 

3) 平成19年１月31日に終了する営業年度以降のある営業年度末日における当社の連結損益計算書上の営業利

益が1,500,000,000円未満となった場合には、当該営業年度に係る定時株主総会から、その後初めに当社

の連結損益計算書上の営業利益が1,500,000,000円以上となる営業年度に係る定時株主総会の終結の時ま

で、第１回Ａ種優先株主、第１回Ｂ種優先株主、第１回Ｃ種優先株主及び第１回Ｄ種優先株主は議決権を

有する。 

b) 第１回Ｅ種優先株主、第１回Ｆ種優先株主、第１回Ｇ種優先株主及び第１回Ｈ種優先株主は、株主総会にお

いて議決権を有する。 

(11)優先順位 

a) 各種優先株式相互の優先配当金及び累積未払配当金の支払順位は、同順位とする。 

b) 各種優先株式相互の残余財産の分配の支払順位は、同順位とする。 

(12)上記各項のほか、新株式の発行は各種の法令に基づく必要手続の効力発生を条件とする。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

旧転換社債に関する事項は次のとおりであります。 

第３回無担保転換社債（平成８年９月30日発行）は、平成17年９月30日において全額償還済であります。 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 平成14年６月に行われた第193期定時株主総会の承認に基づき実施した欠損填補によるものであります。 

２ 平成15年６月に行われた第194期定時株主総会の承認に基づき実施した欠損填補によるものであります。 

３ 平成15年９月に実施した新株発行によるものであります。なお、新株発行は第三者割当によるものであり、発行価格は１

株につき218円、資本組入額は１株につき109円であります。 

４ 平成16年６月に行われた第195期定時株主総会の承認に基づき実施した欠損填補によるものであります。 

５ 平成17年６月に行われた第196期定時株主総会の承認に基づき実施した欠損填補によるものであります。 

６ 平成17年６月に行われた第196期定時株主総会の承認に基づき減少させた12,327百万円のうち2,188百万円を欠損填補し、

残額10,139百万円をその他資本剰余金に振替えたものであります。 

７ 平成17年８月に実施した新株発行によるものであります。なお、新株発行は第三者割当（割当先：大和証券エスエムビー

シープリンシパル・インベストメンツ㈱）によるものであり、発行価額は各種優先株式とも１株につき135,000円、資本

組入額は各種優先株式とも１株につき67,500円であります。 

８ 平成18年４月27日開催の第197期定時株主総会において、資本準備金4,371百万円及びその他資本剰余金10,139百万円を減

少し、欠損填補することを決議しております。また、資本金5,503百万円を3,503百万円減少し、さらに、資本準備金631

百万円を131百万円減少し、減少させる3,503百万円と131百万円をその他資本剰余金に振替えることを決議しておりま

す。 

  

 (4) 【所有者別状況】 

①普通株式 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 株主名簿上の自己株式202,542株のうち、202単元は「個人その他」の欄に、542株は「単元未満株式の状況」に含めてお

ります。 

なお、自己株式の実保有株式数202,542株は株主名簿記載上の株式数と同一であります。 

２ 「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が124単元含まれております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成14年６月27日 
（注１） 

― 102,162,360 ― 12,173 △4,997 7,239

平成15年６月27日 
（注２） 

― 102,162,360 ― 12,173 △2,609 4,629

平成15年９月30日 
（注３） 

6,000,000 108,162,360 654 12,827 654 5,283

平成16年６月29日 
（注４） 

― 108,162,360 ― 12,827 △3,957 1,326

平成17年６月29日 
（注５） 

― 108,162,360 ― 12,827 △1,326 ―

平成17年８月２日 
（注６） 

― 108,162,360 △12,327 500 ― ―

平成17年８月４日 
（注７） 

74,120 108,236,480 5,003 5,503 5,003 5,003

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 43 52 202 36 4 11,384 11,721 ―

所有株式数 
(単元) 

― 33,218 5,400 10,969 2,988 20 54,820 107,415 747,360

所有株式数 
の割合(％) 

― 30.9 5.0 10.2 2.8 0.0 51.1 100.0 ―



  
②第１回Ａ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  
③第１回Ｂ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  
④第１回Ｃ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  
⑤第１回Ｄ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

区分 

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 11,120 ― ― ― 11,120 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 11,120 ― ― ― 11,120 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 11,120 ― ― ― 11,120 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 11,120 ― ― ― 11,120 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―



  
⑥第１回Ｅ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  
⑦第１回Ｆ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  
⑧第１回Ｇ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  
⑨第１回Ｈ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

区分 

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 7,410 ― ― ― 7,410 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 7,410 ― ― ― 7,410 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 7,410 ― ― ― 7,410 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 7,410 ― ― ― 7,410 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―



  
(5) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成18年１月31日現在 

  

② 第１回Ａ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  

③ 第１回Ｂ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  

④ 第１回Ｃ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社トーハン 東京都新宿区東五軒町６番24号 5,213 4.82

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 5,017 4.64

株式会社みずほ銀行（常任代理
人資産管理サービス信託銀行
㈱） 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号
（東京都中央区晴海１丁目８番12号） 

5,015 4.64

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10
号 

3,404 3.15

丸善取引先持株会 東京都中央区日本橋３丁目９番２号 2,398 2.22

明治安田生命保険相互会社（常
任代理人資産管理サービス信託
銀行㈱） 

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号
（東京都中央区晴海１丁目８番12号） 

2,379 2.20

三井生命保険株式会社（常任代
理人日本トラステイ・サービス
信託銀行㈱） 

東京都千代田区大手町１丁目２番３号
（東京都中央区晴海１丁目８番11号） 

2,002 1.85

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,826 1.69

日本トラステイ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,762 1.63

丸善厚生会 東京都中央区日本橋２丁目３番10号 1,671 1.55

計 ― 30,689 28.37

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大和証券エスエムビーシープリンシ
パル・インベストメンツ株式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 11,120 100.00

計 ― 11,120 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大和証券エスエムビーシープリンシ
パル・インベストメンツ株式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 11,120 100.00

計 ― 11,120 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大和証券エスエムビーシープリンシ
パル・インベストメンツ株式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 11,120 100.00

計 ― 11,120 100.00



  
⑤ 第１回Ｄ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  

⑥ 第１回Ｅ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  

⑦ 第１回Ｆ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  

⑧ 第１回Ｇ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

  

⑨ 第１回Ｈ種優先株式 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 株式数は、普通株式につきましては千株未満を切り捨てて表示しております。 

２ 当社は、財務体質の強化を目的に、平成17年８月４日に、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株

式会社に対し、第三者割当による総額100億620万円の新株式（優先株式）発行を実施いたしました。その結果、大和証券

エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社の持ち株数は、優先株式74,120株（うち議決権を有するもの

29,640株）となり、当社の主要株主となっております。この主要株主の異動に関し、平成17年８月４日付で臨時報告書を

提出しております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大和証券エスエムビーシープリンシ
パル・インベストメンツ株式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 11,120 100.00

計 ― 11,120 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大和証券エスエムビーシープリンシ
パル・インベストメンツ株式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 7,410 100.00

計 ― 7,410 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大和証券エスエムビーシープリンシ
パル・インベストメンツ株式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 7,410 100.00

計 ― 7,410 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大和証券エスエムビーシープリンシ
パル・インベストメンツ株式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 7,410 100.00

計 ― 7,410 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大和証券エスエムビーシープリンシ
パル・インベストメンツ株式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 7,410 100.00

計 ― 7,410 100.00



  
(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式124,000株(議決権124個)が含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式542株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年１月31日現在 

  

保有期間等の確約を取得者と締結している株式の移動について 

平成17年８月４日の第三者割当増資により発行した株式の取得者から、株式会社東京証券取引所の定める第三者割

当等により発行された新株の譲渡の報告等に関する規則（以下、「第三者割当規則」という。）及び同規則の取扱に

基づき、平成17年８月４日から２年間において、当該株式の全部又は一部を譲渡した場合には直ちに報告する旨等の

確約を得ております。 

なお、平成17年８月４日から平成18年４月28日までの間に当該株式の移動は行われておりません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 

第1回A種優先株式 
          11,120 
第1回B種優先株式 
          11,120 
第1回C種優先株式 
          11,120 
第1回D種優先株式 
          11,120 

― 
「１ 株式等の状況」の「(1)株式
の総数等」の「②発行済株式」の注
記参照 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普 通 株 式 
202,000          

― ― 

完全議決権株式(その他) 

普通株式 
     107,213,000 
優先株式 

  29,640 

普通株式 
          107,213 
優先株式 
        29,640 

― 

単元未満株式 
普通株式 
         747,360 

― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 

普通株式 
108,162,360 

優先株式 
  74,120 

― ― 

総株主の議決権 ― 136,853 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
丸善株式会社 

東京都中央区日本橋 
２丁目３番10号 

202,000 ― 202,000 0.19

計 ― 202,000 ― 202,000 0.19



  
(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

配当政策につきましては、期間業績の状況、財務内容、将来の市場動向及び経営環境を総合的に勘案して決定をし

ております。当期の配当につきましては、当社の業績及び当社を取り巻く厳しい経営環境等を勘案し、引き続き見送

りとさせていただくことといたしました。株主の皆様に対する安定的な利益還元を果たすことは経営の最重要課題と

考えており、収益力の向上と財務体質の健全化を果たし、ご期待に沿うべく、業績の向上を目指してまいります。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものです。 

２ 決算期の変更により、第197期は平成17年４月１日から平成18年１月31日までの10ヶ月決算となっております。 

  

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものです。 

  

  

回次 第193期 第194期 第195期 第196期 第197期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年１月 

最高(円) 629 287 337 325 271

最低(円) 152 90 131 178 171

月別 平成17年８月 ９月 10月 11月 12月 平成18年１月

最高(円) 254 252 237 237 243 246

最低(円) 213 223 216 216 219 199



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 
代表取締役 

兼ＣＩＯ 
（最高情報 
責任者） 

村 田 誠四郎 昭和18年３月６日生

昭和36年４月 当社入社 

30

平成元年４月 電子計算機事業部第三営業統括部

長兼北陸営業所長 

平成４年３月 電子計算機事業部第一営業統括部

長兼システムエンジニアリングセ

ンター長 

平成４年６月 沖縄システムサービス株式会社 

代表取締役 

平成４年６月 取締役電子計算機事業部長 

平成８年６月 取締役管理本部長兼電子計算機事

業部長 

平成９年６月 常務取締役管理本部長兼コンテン

ツ＆ソリューションシステム事業

部長 

平成11年４月 専務取締役管理本部長 

平成11年６月 専務取締役 

平成11年10月 代表取締役専務 

平成12年４月 代表取締役社長 

平成14年２月 トータルシステムソリューション

株式会社代表取締役社長 

平成15年４月 Maruzen International Co.,Ltd.

代表取締役社長(現任) 

平成17年12月 代表取締役社長兼ＣＩＯ(最高情

報責任者)(現任) 

常務取締役   
  松 嶋   徹 昭和22年１月２日生

昭和46年４月 当社入社 

19

平成元年５月 出版事業部編集部第一企画編集室

長 

平成４年10月 出版事業部編集部長補佐 

平成７年11月 出版事業部第一出版部長 

平成９年４月 出版事業部第一出版部長兼製作部

長 

平成11年６月 取締役出版事業部長 

平成13年７月 取締役兼執行役員出版事業部長 

平成14年２月 取締役兼執行役員 

平成15年６月 取締役 

平成16年６月 常務取締役 

平成17年７月 常務取締役兼上席執行役員店舗事

業本部長 

平成18年４月 常務取締役(現任) 

常務取締役   月 本 和 是 昭和17年５月24日生

昭和41年４月 当社入社 

26

昭和58年10月 日暮里工場長 

平成８年６月 管理本部人材開発部長 

平成８年10月 管理本部総務部長 

平成11年７月 管理本部管理センター長兼商事部

長 

平成12年６月 取締役管理本部管理センター長兼

商事部長 

平成12年10月 取締役管理本部管理センター長兼

商事部長兼グループ企業管理室長 

平成13年７月 取締役兼執行役員管理本部管理セ

ンター長兼商事部長兼グループ企

業管理室長 

平成14年６月 取締役兼執行役員管理本部管理セ

ンター長兼グループ企業管理室長 

平成15年４月 取締役兼執行役員管理本部管理セ

ンター長 

平成15年６月 取締役 

平成16年６月 常務取締役(現任) 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 
店舗事業本 
部店舗事業 
部長 

高 橋 健一郎 昭和32年12月21日生

昭和56年４月 当社入社 

9

平成12年２月 学術情報ナビゲーション事業部営

業企画室長兼営業企画課長 

平成12年７月 学術情報ナビゲーション事業部営

業企画室長兼ＮＤＬ昭和期製作室

長 

平成15年６月 取締役兼上席執行役員社長室長 

平成16年４月 丸善システムインテグレーション

株式会社代表取締役社長 

平成17年７月 取締役兼上席執行役員 

平成18年３月 取締役兼上席執行役員店舗事業本

部店舗事業部長(現任) 

取締役 

教育・学術 
事業本部学 
術情報ナビ 
ゲーション 
事業部長 

作 中 正 喜 昭和30年８月18日生

昭和53年４月 当社入社 

2

平成13年８月 学術情報ナビゲーション事業部首

都圏本部東京営業部長 

平成14年２月 学術情報ナビゲーション事業部首

都圏本部副本部長兼同東京営業部

長 

平成14年12月 学術情報ナビゲーション事業部首

都圏本部長 

平成15年７月 執行役員学術情報ナビゲーション

事業部長兼同首都圏本部長 

平成16年10月 執行役員学術情報ナビゲーション

事業部長兼同首都圏本部長兼同商

品本部長 

平成17年５月 執行役員学術情報ナビゲーション

事業部長兼同商品本部長 

平成17年６月 取締役兼執行役員学術情報ナビゲ

ーション事業部長兼同商品本部長 

平成17年７月 取締役兼上席執行役員教育・学術

事業本部学術情報ナビゲーション

事業部長兼同商品本部長 

平成18年３月 取締役兼上席執行役員教育・学術

事業本部学術情報ナビゲーション

事業部長(現任) 

取締役 
社長室長兼 
ＣＦＴ推進 
室長 

土 方 裕 之 昭和30年12月22日生

昭和54年４月 当社入社 

―

平成10年４月 学術情報ナビゲーション事業部商

品本部企画開発センター営業推進

部長兼同営業推進第一グループ長 

平成12年７月 学術情報ナビゲーション事業部商

品本部企画開発部長兼同プロモー

ショングループ長 

平成13年６月 学術情報ナビゲーション事業部商

品本部副本部長兼同企画開発部長 
平成15年７月 社長室副室長

平成17年７月 社長室長 

平成18年３月 社長室長兼ＣＦＴ推進室長 

平成18年４月 取締役兼上席執行役員社長室長兼

ＣＦＴ推進室長(現任) 



  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役   井 上   明 昭和34年７月27日生

昭和57年４月 株式会社住友銀行（現 株式会社

三井住友銀行）入行 

―

平成12年４月 大和証券エスビーキャピタル・マ

ーケッツ株式会社（現 大和証券

エスエムビーシー株式会社）経営

企画部部長（企画課） 

平成12年７月 大和証券エスエムビーシー株式会

社経営企画部部長兼法務文書課長 

平成17年４月 同社企画担当付部長兼大和証券エ

スエムビーシープリンシパル・イ

ンベストメンツ株式会社取締役

(現任) 

平成17年６月 当社取締役(現任) 

取締役   稲 川 琢 也 昭和36年６月11日生

昭和59年４月 株式会社住友銀行（現 株式会社

三井住友銀行）入行 

―

平成15年４月 大和証券エスエムビーシー株式会

社リスクマネジメント部部長 

平成15年５月 大和証券エスエムビーシープリン

シパル・インベストメンツ株式会

社部長(現任) 

平成17年６月 当社取締役(現任) 

常勤監査役   海老原 光 彦 昭和26年10月13日生

昭和49年４月 当社入社 

2
平成３年７月 事業計画室長 

平成15年４月 コーポレート・ガバナンス室長 

平成15年６月 常勤監査役(現任) 

常勤監査役   佐 竹 信 広 昭和18年９月22日生

昭和41年４月 株式会社三井銀行（現 株式会社

三井住友銀行）入行 

―

昭和59年10月 同行学芸大学駅前支店長 

昭和61年11月 同行南青山支店長 

昭和63年８月 同行関連会社（株式会社三井ファ

イナンスサービス）出向 

平成３年10月 同行梅田支店長 

平成５年６月 同行退社 

平成５年６月 さくら抵当証券（現 ＳＭＢＣ抵

当証券）株式会社常務取締役 

平成12年６月 同社常務取締役兼執行役員 

平成12年10月 同社代表取締役専務取締役兼執行

役員 

平成14年１月 同社取締役兼執行役員 

平成15年６月 同社退社 

平成15年６月 当社常勤監査役(現任) 

常勤監査役   伊 藤 茂 樹 昭和24年１月23日生

昭和46年３月 日本出版販売株式会社入社 

7

平成４年６月 同社取締役経理部長 

平成６年６月 同社常務取締役管理部門担当 

平成８年６月 同社専務取締役管理部門・物流部

門総括 

平成12年４月 同社専務取締役西日本地区担当 

平成14年６月 同社退社 

平成14年６月 日販製函株式会社代表取締役社長 

平成15年６月 同社退社 

平成15年６月 当社常勤監査役(現任) 

計 97



  
(注) １ 平成18年４月27日開催の第197期定時株主総会において取締役として土岐 勝司氏（前 株式会社ＣＳＫシステムズ 常務

執行役員）が選任されております。また、同氏は同日開催の取締役会において、専務取締役として選任されております。

なお、就任は平成18年６月１日を予定しております。 

２ 取締役 井上 明氏及び稲川 琢也氏は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

３ 監査役 佐竹 信広氏及び伊藤 茂樹氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定め

る社外監査役であります。 

４ 当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。平成18年５

月１日就任予定も含めた各上席執行役員及び執行役員は下記のとおりであります。 

  なお、※は取締役兼務者であります。 

※ 上席執行役員 高 橋 健一郎 執行役員 井 上 孝 雄 

※ 上席執行役員 作 中 正 喜 執行役員 中 村 俊 司 

※ 上席執行役員 土 方 裕 之 執行役員 長 田   章 

  上席執行役員 大 熊 章 三 執行役員 浜 田 幾 夫 

  上席執行役員 遠 藤 克 男 執行役員 斉 藤 博 司 

    執行役員 若 生 哲 郎 

    執行役員 鷲 本 晴 吾 

    執行役員 壹 岐 直 也 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主の皆さまとお客さまなど全てのステークホルダー

の利益を重んじて企業価値を高め、企業を継続、発展させることが使命と考えております。その実現のために、全ての

役員・従業員が正しい経営倫理に基づいて「誠実」「公正」「透明」な行動が実践できるように『丸善コンプライアン

ス行動指針（30項目）』を制定し、当社で働く全ての役員や従業員へ浸透を図っております。 

  また当社は、コンプライアンスの徹底と強化を土台として、経営意思決定の迅速化を図り、業務執行の公正性を確

保し、かつ企業経営の監査・監督の充実を図ることを基本とした今日的なコーポレート・ガバナンスの推進に取り組

んでおります。 

  

(１)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の内容 

 当社は監査役制度を採用しており、３名の常勤監査役からなる「監査役会」を構成し、取締役の業務執行の状況を客

観的な立場から監査するとともに、監査役独自に部門監査を行うなど、経営監視に有効に機能しております。 

  当社の「取締役会」は取締役８名（うち社外取締役２名）と監査役３名（うち、社外監査役２名）で構成（平成18

年１月期末）され、定例取締役会を月１回、また必要に応じて臨時取締役会を随時開催し、法定事項と取締役会規則

に定める重要事項の全てを決定しております。 

  また、経営の意思決定のスピードアップと執行の分離を徹底するため執行役員制度を導入しております。執行役員

は「取締役会」が決定した経営方針に従い、それぞれが担当する部門において適切な業務執行を行う役員と位置付

け、「執行役員会」と「取締役会」の両機能の責任を明確にしております。執行役員会は原則として月１回開催し、

業務執行状況と課題の確認を行っております。現任執行役員は14名（内、取締役兼務者４名）であります。 

  取締役会決議事項以外で経営上の重要な案件については、審議機関である「経営会議」を設置して、原則として月

３回開催し、審議と施策進捗状況等のチェックを行っております。 

  顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適宜アドバイスを受ける体制となっております。 

  公認会計士監査につきましては、会計監査を通じて業務運営上の改善に繋がる提案を定期的に受けております。 



②業務執行・監視及び内部統制・リスク管理体制の仕組みは以下のようになります。 

 

③内部統制システムとリスク管理体制の整備の状況 

 当社は、内部統制システムとは、業務が「適正」「公正」「効率的」に行なわれる仕組みであると認識しています。 

 その基盤となるのが、当社の事業活動に伴う様々なリスク分析に基づく企業のコンプライアンス風土の醸成と認識し

ており、当社は2002年に、諸法令の遵守をより高度な次元で幅広く推進するため『丸善コンプライアンス行動指針』を

制定いたしました。 

 社内体制としては、「内部監査室」による継続的な内部監査を行っているほか、経営監督機能として社外取締役、社

外監査役それぞれが独立した立場で経営執行を監督しております。さらに社外取締役は、幅広い視野で経営戦略の策定

と実行に総合的な助言を行っております。 

 リスク管理体制としては、『丸善コンプライアンス行動指針』の他に、『社内規程』（与信管理、危機管理、文書管

理等を含む）、『業務マニュアル』を整備し、継続的な見直しを行うと同時に、現場に浸透させることによりリスクの

極小化を目指しております。またIT分野については「情報システム統括室」が全社的な統制を担当しております。更

に、昨年施行された「個人情報保護法」に関する取り組みとしては、セキュリティ強化などの様々な取組みの結果、第

三者機関認証である“プライバシーマーク”を本年１月30日付で取得いたしました。今後は、昨年９月に新設した「個

人情報保護推進室」を中心に、全ての役員・従業員へ継続的な啓蒙と統制活動を担当してまいります。 

 コンプライアンスとリスク管理を総合的に推進する部門として、「コーポレート・ガバナンス室」が機能しておりま

す。 

④会計監査の状況 

 当社と監査法人トーマツとの間で、監査契約を締結しており、法律の規定に基づいた会計監査を実施しております。

会計監査業務を執行した公認会計士は、福田 昭英氏、平野 満氏であります。なお、監査年数は７年を経過していない

ため、記載を省略しております。また、当社の会計監査に係る補助者は、公認会計士６名、会計士補３名であります。 



 当社の監査役会及び内部監査室は、会計監査人である監査法人トーマツと連携をとりながら監査を実施しておりま

す。 

⑤内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査については当社及び子会社を含め、会計及び業務監査を実施するため内部監査室を設置しています。定期的

に社内各事業部、子会社の業務全体にわたる内部監査を実施し、業務の改善に向けたアドバイスや勧告を行っていま

す。 

 監査役監査については、監査役は取締役会をはじめとする重要な会議への出席や、担当を決めて各部門監査、子会社

監査を通じ、取締役、執行役員の業務執行状況について監査しています。 

⑥役員報酬と監査報酬等 

 当社は平成17年６月29日開催の第196期定時株主総会において、取締役及び監査役の退職慰労金制度を廃止することを

決議いたしました。 

 役員報酬の内容 

 取締役の年間報酬額  ７名 92百万円 

 監査役の年間報酬額  ３名 35百万円 

 （注１）使用人兼務取締役の使用人給与相当額17百万円（賞与含む）は別途支給 

 （注２）報酬限度額（上記の注１該当額は含まず） 

     取締役年額 190百万円以内 （平成６年６月定時株主総会決議） 

     監査役年額  60百万円以内 （平成15年６月定時株主総会決議） 

 （注３）期末現在の人員は、取締役８名、監査役３名であり、支給人員との相違は無報酬の取締役２名、期中退任取

締役１名によるものであります。 

 （注４）当期は平成17年４月1日から平成18年１月31日までの10ヶ月決算であるため、当該期間の報酬額を記載してお

ります。 

 監査報酬等の内容 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬34百万円 

 （注）この金額は商法監査と証券取引法に基づく監査報酬を含めた合計額です。上記以外の業務に基づく報酬はあり

ません。 



  
(２)会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 

 平成17年６月29日開催の第196期定時株主総会において選任された社外取締役 井上 明氏、稲川 琢也氏の２名は、大

和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社から派遣されており、当社は当該会社から出資を受

けております。ただし、当社との取引上の利害関係はありません。 

社外監査役２名につきましては当社との取引等の利害関係はありません。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年１

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年１月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受けております。 

  

３ 決算期変更について 

当社は、平成17年６月29日開催の第196期定時株主総会決議により、決算期を３月31日から１月31日に変更いたしま

した。これに伴い、当連結会計年度及び当事業年度は、平成17年４月１日から平成18年１月31日までの10ヶ月決算と

なっております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

現金及び預金  18,204 8,562  

受取手形及び売掛金  15,465 15,708  

有価証券  14 ―  

たな卸資産  20,167 16,659  

繰延税金資産  500 500  

その他  1,814 888  

貸倒引当金  △64 △68  

流動資産合計  56,102 73.2 42,250 77.0

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 (注1.5)     

建物及び構築物  5,917 3,211  

工具器具及び備品  684 182  

土地  3,330 1,957  

その他  36 34  

有形固定資産合計  9,969 5,386  

２ 無形固定資産  399 326  

３ 投資その他の資産     

投資有価証券 (注2)  3,025 2,248  

長期貸付金  1,259 1,243  

敷金及び保証金  4,605 4,358  

繰延税金資産  652 ―  

その他  5,287 3,345  

貸倒引当金  △4,636 △4,324  

投資その他の資産合計  10,193 6,871  

固定資産合計  20,562 26.8 12,584 23.0

資産合計  76,664 100.0 54,834 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

支払手形及び買掛金  18,276 16,117  

短期借入金 (注5)  23,143 19,013  

転換社債 
(一年以内償還予定) 

 12,230 ―  

未払法人税等  183 80  

返品調整引当金  155 130  

賞与引当金  237 168  

その他  3,760 3,851  

流動負債合計  57,985 75.6 39,360 71.8

Ⅱ 固定負債     

長期借入金 (注5)  13,027 6,000  

繰延税金負債  ― 143  

退職給付引当金  2,225 2,423  

役員退職慰労引当金  201 15  

その他  1,368 1,630  

固定負債合計  16,822 22.0 10,212 18.6

負債合計  74,808 97.6 49,573 90.4

(資本の部)     

Ⅰ 資本金  12,827 16.7 5,503 10.0

Ⅱ 資本剰余金  1,326 1.7 15,142 27.6

Ⅲ 利益剰余金  △12,440 △16.1 △15,549 △28.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金  187 0.2 216 0.4

Ⅴ 自己株式 (注4)  △45 △0.1 △51 △0.1

資本合計  1,856 2.4 5,261 9.6

負債及び資本合計  76,664 100.0 54,834 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  110,096 100.0 83,411 100.0

Ⅱ 売上原価 (注1)  82,805 75.2 63,504 76.1

売上総利益  27,290 24.8 19,906 23.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

広告宣伝費 631 494    

運搬費 714 630    

販売手数料 888 725    

賃借料 5,356 4,268    

貸倒引当金繰入額 23 ―    

給料及び手当 8,901 7,146    

賞与引当金繰入額 211 155    

福利厚生費 1,802 1,454    

退職給付引当金繰入額 666 579    

役員退職慰労引当金 
繰入額 

56 13    

設備維持費 2,163 1,579    

租税公課 346 231    

減価償却費 900 372    

その他 (注1) 2,106 24,770 22.5 1,800 19,451 23.4

営業利益  2,520 2.3 454 0.5

Ⅳ 営業外収益     

受取利息 394 36    

受取配当金 29 19    

持分法による投資利益 28 ―    

その他 123 576 0.6 72 128 0.2

Ⅴ 営業外費用     

支払利息 1,319 694    

為替差損 54 31    

持分法による投資損失 ― 140    

その他 127 1,501 1.4 76 943 1.1

経常利益又は経常損失(△）  1,595 1.5 △360 △0.4



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

固定資産売却益 (注2) 1,373 3,623    

投資有価証券売却益 2,616 51    

貸倒引当金戻入額 ― 4    

その他 ― 3,989 3.6 17 3,696 4.4

Ⅶ 特別損失     

固定資産除却損 (注3) 255 196    

投資有価証券評価損 17 14    

貸倒引当金繰入額 827 3    

長期滞留資産整理損 66 ―    

たな卸資産処分損 1,552 ―    

本社等移転費用 203 ―    

事業再編費用 250 ―    

構造改革費用 (注4) ― 6,456    

減損損失 (注5) ― 2,378    

その他 (注6) 228 3,401 3.1 83 9,134 10.9

税金等調整前当期純利益 
又は税金等調整前当期純損
失（△） 

 2,183 2.0 △5,798 △6.9

法人税、住民税及び事業税 58 48    

法人税等調整額 4,603 4,661 4.3 777 826 1.0

当期純損失  2,477 △2.3 6,624 △7.9

       



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,283 1,326

Ⅱ 資本剰余金増加高  

  増資による優先株の発行 ― 5,003  

  減資による増加 ― ― 10,139 15,142

Ⅲ 資本剰余金減少高  

  欠損金の填補 3,957 3,957 1,326 1,326

Ⅳ 資本剰余金期末残高 1,326 15,142

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △13,928 △12,440

Ⅱ 利益剰余金増加高  

  減資による増加 ― 2,188  

  資本剰余金による 
  欠損金の填補 

3,957 1,326  

  新規持分法適用による増加 9 3,966 ― 3,515

Ⅲ 利益剰余金減少高  

  当期純損失 2,477 2,477 6,624 6,624

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △12,440 △15,549

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 注記番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益 
又は当期純損失(△) 

  2,183 △5,798 

減価償却費   926 395 

減損損失   ― 2,378 

貸倒引当金の増加額(△減少額)   837 12 

賞与引当金の増加額(△減少額)   △6 △69 

受取利息及び受取配当金   △423 △55 

支払利息   1,319 694 

持分法による投資損益   △28 140 

有形固定資産売却益   △1,373 △3,593 

有形固定資産除却損   226 183 

投資有価証券売却損(△売却益)   △2,616 △51 

投資有価証券評価損   17 14 

構造改革費用   ― 6,456 

売上債権の減少額(△増加額)   2,056 △422 

たな卸資産の減少額(△増加額)   1,744 213 

その他流動資産の減少額(△増加額)   77 261 

仕入債務の増加額(△減少額)   △71 △2,237 

未払消費税等の増加額(△減少額)   △168 165 

その他流動負債の増加額(△減少額)   126 △307 
その他   404 63 

小計   5,231 △1,555 

利息及び配当金の受取額   598 86 
利息の支払額   △1,177 △515 

法人税等の支払額   △60 △61 

退職加算制度実施による支出   △197 ― 
その他   △139 △70 

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,256 △2,116 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
有形固定資産の取得による支出   △1,406 △373 

有形固定資産の売却による収入   4,254 5,450 

無形固定資産の取得による支出   △115 △30 

有価証券の売却による収入   299 ― 

投資有価証券の取得による支出   △66 △153 

投資有価証券の売却による収入   1,279 957 

長期貸付けによる支出   △10 △1 

長期貸付金の回収による収入   0 16 

敷金及び保証金の差入による支出   △644 △547 

敷金及び保証金の返還による収入   1,244 805 

連結子会社株式の売却による収入   2,764 ― 
その他   △189 215 

投資活動によるキャッシュ・フロー   7,411 6,338 
      
      
      
      
      



  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 注記番号 金額(百万円) 金額(百万円) 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額(△減少額)   △2,450 △3,607 

長期借入れによる収入   12,000 7,500 

長期借入金の返済による支出   △14,058 △15,050 

社債の償還による支出   ― △12,230 

優先株式の発行による収入   ― 9,998 

構造改革費用による支出   ― △503 
その他   △8 △5 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △4,517 △13,898 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △0 19 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)   7,149 △9,656 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   11,069 18,219 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   18,219 8,562 
      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社  ６社 

 連結子会社名については、「第１

企業の概況」の「４ 関係会社の状

況」に記載しているため省略しており

ます。 

 平成16年４月１日の会社分割により

設立された丸善システムインテグレー

ション㈱（現 京セラ丸善システムイ

ンテグレーション㈱）は、当連結会計

年度より連結の範囲に含めておりまし

たが、株式の譲渡により、平成16年９

月末日をもって連結の範囲より除外し

ております。 

 非連結子会社丸善ソフィック㈱他２

社の総資産、売上高、利益額及び利益

剰余金のうち持分に見合う額等の合計

額は、連結会社の総資産、売上高、利

益額及び利益剰余金等の合計額に対し

ていずれも僅少であり、且つ全体とし

ても連結財務諸表に重要な影響を与え

ていないため連結の範囲から除外して

おります。 

連結子会社  ６社 

 連結子会社名については、「第１

企業の概況」の「４ 関係会社の状

況」に記載しているため省略しており

ます。 

 非連結子会社Maruzen International 

Co.,Ltd.他２社の総資産、売上高、利

益額及び利益剰余金のうち持分に見合

う額等の合計額は、連結会社の総資

産、売上高、利益額及び利益剰余金等

の合計額に対していずれも僅少であ

り、且つ全体としても連結財務諸表に

重要な影響を与えていないため連結の

範囲から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法適用会社 １社 

持分法適用会社名については、「第１

企業の概況」の「４ 関係会社の状

況」に記載しているため省略しており

ます。 

 京セラ丸善システムインテグレーシ

ョン㈱（旧丸善システムインテグレー

ション㈱）は、株式の譲渡により平成

16年９月末日をもって連結の範囲から

除かれ、持分法を適用しております。 

 非連結子会社丸善ソフィック㈱他２

社及び関連会社マイクロメイト岡山㈱

他２社の利益額及び利益剰余金のうち

持分に見合う額等の合計額は、連結会

社の利益額及び利益剰余金等の合計額

に対して、いずれも僅少であり、且つ

全体としても重要性に乏しいため持分

法を適用しておりません。 

持分法適用会社 １社 

持分法適用会社名については、「第１

企業の概況」の「４ 関係会社の状

況」に記載しているため省略しており

ます。 

 非連結子会社Maruzen International 

Co.,Ltd.他２社及び関連会社マイクロ

メイト岡山㈱他２社の利益額及び利益

剰余金のうち持分に見合う額等の合計

額は、連結会社の利益額及び利益剰余

金等の合計額に対して、いずれも僅少

であり、且つ全体としても重要性に乏

しいため持分法を適用しておりませ

ん。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

３ 連結決算日の変更に関す

る事項 

  

――――― 

 当社は平成17年６月29日開催の第

196期定時株主総会において、決算期

を従来の３月31日から１月31日とする

定款の一部変更を行いました。従いま

して、当連結会計年度は平成17年４月

１日から平成18年１月31日までの10ヶ

月決算となっております。 

 なお、当社の決算期変更に伴い、当

社の連結子会社も決算期を変更してお

ります。連結子会社のうち、㈱丸善ト

ライコムは９ヶ月決算、丸善システム

サービス㈱、丸善ブックメイツ㈱、丸

善メイツ㈱及び㈱オルモは10ヶ月決

算、㈱第一鋼鉄工業所は11ヶ月決算と

なっております。持分法適用関連会社

である京セラ丸善システムインテグレ

ーション㈱は決算期を変更せずに10ヶ

月の仮決算を行っております。 

４ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、事業年度の末日

が連結決算日と異なる会社は次のとお

りであります。 

 上記の会社については、決算財務諸

表をそのまま用いており、連結決算日

との間に生じた重要な取引については

連結上必要な調整を行っております。 

会社名 事業年度 

丸善ブックメイツ㈱ 

丸善メイツ㈱ 

㈱第一鋼鉄工業所 

自平成16年
 ３月１日 
至平成17年 
 ２月末日 

 当社の決算期変更に伴い、当社の連

結子会社も決算期を変更しておりま

す。この結果、連結子会社のうち、事

業年度の末日が連結決算日と異なる会

社は次のとおりであります。 

 上記の会社については、決算財務諸

表をそのまま用いており、連結決算日

との間に生じた重要な取引については

連結上必要な調整を行っております。 

会社名 事業年度 

丸善ブックメイツ㈱ 

丸善メイツ㈱ 

自平成17年 
 ３月１日 
至平成17年 
 12月末日 

㈱丸善トライコム 自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 12月末日 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

５ 会計処理基準に関する事

項 

  

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

  (時価のあるもの) 

   連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算出)を

採用しております。 

  (時価のないもの) 

   移動平均法による原価法を採用

しております。 

   なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資（証

券取引法第2条第2項により有価証

券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

  (時価のあるもの) 

同左 

  

  

  

  

  (時価のないもの) 

同左 

  

   ②デリバティブ 

  時価法を採用しております。 

 ②デリバティブ 

同左 

   ③たな卸資産 

  商品・製品 

   売価還元法、最終仕入原価法及

び個別法による原価法を採用して

おります。 

  原材料 

   最終仕入原価法による原価法を

採用しております。 

  仕掛品 

   個別法による原価法を採用して

おります。 

  貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法を

採用しております。 

 ③たな卸資産 

  商品・製品 

同左 

  

  

  原材料 

同左 

  

  仕掛品 

同左 

  

  貯蔵品 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①有形固定資産 

  定率法(但し、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属設備を

除く)については定額法)を採用して

おります。なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

  建物及び構築物  ３年～50年 

  工具器具及び備品 ２年～20年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  建物及び構築物  ２年～50年 

工具器具及び備品 ２年～20年 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

   ②無形固定資産  ②無形固定資産 

    市場販売目的のソフトウェア 

   各ソフトウェアの見込販売収益

(販売可能な有効期間３年)に基づ

く償却方法によっております。 

  市場販売目的のソフトウェア 

――――― 

    自社利用のソフトウェア 

   社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっており

ます。 

  自社利用のソフトウェア 

同左 

    その他 

   定額法を採用しております。 

  その他 

同左 

   ③投資その他の資産 

  長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

 ③投資その他の資産 

  長期前払費用 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同左 

   ②返品調整引当金 

  出版物の返品による損失に備える

ため、返品実績率に基づき計上して

おります。 

 ②返品調整引当金 

同左 

   ③賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充当するた

め、支給見込額基準により計上して

おります。 

 ③賞与引当金 

同左 

   ④退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処理

しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(15

年)による定率法によりそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

 ④退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処理

しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定率法によりそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

  なお、平均残存勤務期間が短縮さ

れたことに伴い、数理計算上の差異

の処理年数を当連結会計年度より従

来の15年から10年へ変更しておりま

す。 

  この変更により退職給付費用が35

百万円増加しております。 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

   ⑤役員退職慰労引当金 

  当社は、役員（執行役員を含む）

の退職慰労金の支出に備えるため内

規に基づく期末要支給額の100％を

計上しております。 

 ⑤役員退職慰労引当金 

  当社は、平成17 年６月末までは

役員（執行役員を含む）の退職慰労

金の支出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額の100％を計上して

おります。また、平成17 年６月29 

日に行われた第196 期定時株主総会

の決議に基づき、役員退職慰労金制

度を廃止しました。これに伴い、引

き続き在任中の役員（執行役員を含

む）の役員退職慰労金198 百万円に

ついては、廃止された役員退職慰労

金制度に基づき支払うため、定時株

主総会終了時までの在任期間に対応

する金額を当連結貸借対照表残高の

固定負債の「その他」に含めて表示

しております。 

  当社の連結子会社は内規に基づく

期末要支給額の100％を計上してお

ります。 

  (4) 重要な外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。 

(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

同左 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジを採用しております。ま

た、要件を満たす金利スワップにつ

いては特例処理を採用しておりま

す。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジを採用しております。な

お、金利スワップ、金利オプション

取引のうち、特例処理の要件を満た

しているものについては、特例処理

を採用しております。 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

  (ア)為替予約、通貨オプション 

  (イ)金利スワップ、金利オプショ

ン 

  ヘッジ対象 

  (ア)外貨建買掛金及び外貨建予定

取引 

  (イ)借入金 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

  (ア)為替予約 

  (イ)金利スワップ、金利オプショ

ン 

  ヘッジ対象 

  (ア)外貨建買掛金及び外貨建予定

取引 

  (イ)借入金 

   ③ヘッジ方針 

  外貨建債務に係る為替変動リス

ク、また、借入金に係る金利変動リ

スクに対してヘッジをしておりま

す。 

 ③ヘッジ方針 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

   ④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段の契約額等とヘッジ対

象に関する重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、これをも

ってヘッジの有効性判断に代えてお

ります。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(7) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

  

６ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

７ 連結調整勘定の償却に関

する事項 
――――― 

 連結調整勘定の償却については少額 

なため発生時に一括償却しております。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

同左 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は手許

現金及び随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 



  
会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

  

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を

当連結会計年度から適用しております。これにより営

業利益が139百万円増加し、税金等調整前当期純損失

は2,135百万円増加しております。なお、減損損失累

計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき

当該各資産の金額から直接控除しております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

（連結貸借対照表関係） 

   「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16

年法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平

成16年12月１日より適用となったこと及び「金融商

品会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第

14号）が平成17年２月15日付で改正されたことに伴

い、当連結会計年度から投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるもの）を投資有価証

券として表示する方法に変更いたしました。なお、

当連結会計年度の投資有価証券に含まれる当該出資

の額は、1,027百万円であります。なお、前連結会

計年度の「その他」に含めて表示されていた当該出

資の額は、1,919百万円であります。 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

１ 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用となったこと及び「金融商品会計

に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が

平成17年２月15日付で改正されたことに伴い、当連結

会計年度から投資事業有限責任組合及びそれに類する

組合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）に係る収入及び支出を投資有価

証券に係る収入及び支出として表示する方法に変更い

たしました。なお、当連結会計年度の「投資有価証券

の取得による支出」と「投資有価証券の売却による収

入」に含まれる出資の額は以下のとおりであります。 

 「投資有価証券の取得による支出」 40百万円 

 「投資有価証券の売却による収入」976百万円 

  

――――― 



  

  

追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

２ 前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「無形固定資産除却損」は、区分掲記し

ておりましたが、当連結会計年度より営業活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示してお

ります。なお、当連結会計年度における「無形固定資

産除却損」は０百万円であります。 

３ 前連結会計年度において、投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「出資金の取得による支出」は、区分掲

記しておりましたが、当連結会計年度より投資活動に

よるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示し

ております。なお、当連結会計年度における「出資金

の取得による支出」は△０百万円であります。 

４ 前連結会計年度において、投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「出資金の払戻による収入」は、区分掲

記しておりましたが、当連結会計年度より投資活動に

よるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示し

ております。なお、当連結会計年度における「出資金

の払戻による収入」は０百万円であります。 

  

――――― 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する連結会計年度より外形標準課

税制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に

従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しております。この結

果、販売費及び一般管理費が108百万円増加しており

ます。これに伴い、営業利益が108百万円減少、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が同額減少しており

ます。 

  

――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年１月31日) 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 7,902百万円 １ 有形固定資産の減価償却累計額 5,921百万円

２ 非連結子会社及び関連会社に対するもの 

投資有価証券(株式) 636百万円

２ 非連結子会社及び関連会社に対するもの 

投資有価証券(株式) 496百万円

３ 偶発債務 

  取引先に対する債務の保証 

  銀行借入に対する保証予約等 

京セラ丸善システム 
インテグレーション㈱ 

3百万円

㈱栄松堂書店 28百万円

丸善ソフィック㈱ 14百万円

３ 偶発債務 

  取引先に対する債務の保証 

  銀行借入に対する保証予約等 

京セラ丸善システム
インテグレーション㈱ 

5百万円

㈱栄松堂書店 22百万円

丸善ソフィック㈱ 10百万円

４ 自己株式の保有数 

  連結会社が保有する自己株式の数は普通株式178千

株であります。 

  なお、当社の発行済株式総数は普通株式108,162千

株であります。 

４ 自己株式の保有数 

  連結会社が保有する自己株式の数は普通株式202千

株であります。 

  なお、当社の発行済株式総数は普通株式108,162千

株及び優先株式74千株であります。 

５ コミットメントライン契約及びシンジケーション方

式タームローン契約 

 ①コミットメントライン契約 

  当社は平成15年９月12日に締結したコミットメント

ライン契約を当連結会計年度において、㈱みずほ銀

行、㈱三井住友銀行をアレンジャーとした計５行の金

融機関との間で借入枠の総額を10,500百万円に増額し

て更新しております。 

  当連結会計年度末におけるコミットメントライン契

約に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。 

 ②シンジケーション方式タームローン契約（分割実行

可能期間付き金銭消費貸借契約） 

  当社は前連結会計年度において長期借入金を固定化

させるため、㈱みずほ銀行をアレンジャー、㈱三井住

友銀行をジョイント・アレンジャーとした計４行の金

融機関との間でシンジケーション方式タームローン契

約（分割実行可能期間付き金銭消費貸借契約）を締結

しております。 

  なお、当連結会計年度において、前連結会計年度に

締結したシンジケーション方式タームローン契約の全

額16,250百万円について、借入を実行しております。

当連結会計年度末における借入金残高は15,000百万円

であります。 

コミットメントラインの総額 10,500百万円

借入実行残高 ― 

差引額 10,500 

５ シンジケートローン契約 

  当社は平成16年３月29日に締結したシンジケーショ

ン方式タームローン契約を解約し、平成17年９月26日

に、㈱三井住友銀行、㈱みずほ銀行をアレンジャーと

した計５行（合併により現在は４行）の金融機関との

間で総額300億円を借入れ枠とするシンジケートロー

ン契約を締結いたしました。 

  当連結会計年度末におけるシンジケートローン契約

に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。 

  なお、シンジケートローンの総額に対して以下の資

産を担保に供しております。 

シンジケートローンの総額 30,000百万円

借入実行残高 25,000 

差引額 5,000 

建物及び構築物 1,831百万円

土地 1,957 

計 3,788 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

１ 研究開発費の総額 

  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

  138百万円

１  

――――― 

２ 固定資産売却益の内容 

(主な売却物件) 

天久保マンション 24百万円

福岡ビル 97 

日本橋第三ビル 482 

姫路ビル 70 

仙台ビル 280 

京都河原町ビル 418 

計 1,373 

２ 固定資産売却益の内容 

(主な売却物件)  

大阪ビル 1,299百万円

札幌ビル 2,239 

藤原台店 53 

青戸寮借地権 29 

計 3,623 

３ 固定資産除却損の内容 

建物及び構築物 228百万円

工具器具及び備品 26 

その他 0 

計 255 

３ 固定資産除却損の内容 

建物及び構築物 33百万円

工具器具及び備品 149 

その他 13 

計 196 

４ 

――――― 

４ 構造改革費用  

  新中期事業計画に基づく当社及び各子会社の事業構

造改革において、事業の選択と集中（事業の構造転

換・縮小・撤退）に伴う損失と構造改革を推進するた

めの投資余力を確保するために発生した事業再構築費

用として5,303百万円、また、財務基盤強化に伴い発

生した財務再構築費用1,153百万円であります。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

５ 

――――― 

５ 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは減損損失

を計上しております。主なものは以下のとおりであり

ます。 

  当社グループは、他の資産又は資産グループのキャ

ッシュ・フローからおおむね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位として、所有又は賃借して

いる各ビル・店舗等を基準とした物件所在地ごとに資

産のグルーピングを行っております。 

  当連結会計年度においては、帳簿価額に対し、著し

く時価が下落している資産・営業活動から生じる損益

が継続的にマイナス等である資産について減損兆候を

認識し、減損対象となった資産は、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額（2,378百万円）を特

別損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構

築物849百万円、工具器具及び備品346百万円、土地

992百万円、その他11百万円、リース資産177百万円で

あります。 

  なお、当資産グループの回収可能価額の算定に関し

ては、正味売却価額により測定している場合、土地及

び建物については、不動産鑑定士による不動産鑑定評

価基準に基づいた評価額及び路線価等により算定し、

使用価値により測定している場合、将来キャッシュ・

フローを５％で割引いて算定しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

金沢五輪ビル 

(石川県金沢市) 
遊休 建物及び土地 617百万円

川口寮 

(埼玉県川口市) 

賃貸 

住宅 
建物及び土地等 341 

外部倉庫 

(東京都中央区) 
遊休 

工具器具及び 

備品 
290 

服飾舘日本橋 

(東京都中央区) 
店舗 建物等 270 

津田沼店 

(千葉県習志野市)
店舗 建物等 187 

６ 特別損失その他の内容   

敷金・保証金未償還損失等 105百万円

加算制度退職金 51 

その他 70 

計 228 

６ 特別損失その他の内容   

店舗撤退損 70百万円

ゴルフ会員権処分損 9 

その他 4 

計 83 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

２ 株式の売却により連結範囲から除外となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

  株式の売却により丸善システムインテグレーション

㈱を連結範囲から除外したことに伴う資産及び負債の

内訳並びに当該会社株式の売却価額と当該会社株式の

売却による収入（純額）との関係は以下のとおりであ

ります。                    

現金及び預金勘定 18,204百万円

有価証券勘定 14 

現金及び現金同等物 18,219 

流動資産 3,000百万円 

固定資産 291 

流動負債 △1,471 

固定負債 △506 

差引 1,313 

連結子会社株式 

(持分調整後の当社所有分) 
△525 

投資有価証券売却益 2,466 

未払金 44 

連結子会社株式の譲渡価格 3,300 

連結子会社 

現金及び現金同等物 
△535 

差引：連結子会社株式の 

売却による収入 
2,764 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  

２ 

――――― 

  

現金及び預金勘定 8,562百万円

現金及び現金同等物 8,562 



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ 借手側 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ 借手側 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具 
及び備品 

1,918 909 1,009

有形固定資産 
の「その他」 
(機械装置及
び運搬具) 

287 257 30

無形固定資産
(ソフトウェ
ア) 

122 70 52

合計 2,328 1,236 1,091

 

取得価額

相当額 
(百万円)

減価償却

累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高

相当額 
（百万円）

工具器具及び備品 1,756 629 120 1,006

有形固定資産の
「その他」(機械
装置及び運搬具) 

99 98 ― 1

無形固定資産(ソ
フトウェア) 101 49 ― 52

合計 1,957 777 120 1,060

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額の算定は、有形固定資産の期末残高等に占

めるその割合が低いため、支払利子込み法によ

っております。 

１年内 365百万円

１年超 726 

合計 1,091 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高 

  未経過リース料期末残高相当額 

  リース資産減損勘定期末残高 

１年内 310百万円

１年超 883 

合計 1,194 

120百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 488百万円

減価償却費相当額 488 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 385百万円

リース資産減損勘定の取崩額 57 

減価償却費相当額 341 

支払利息相当額 27 

減損損失 177 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   (5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 （注）当連結会計年度から、より精緻な方法で算定す

るため支払利子抜き法を採用しております。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

２ 貸手側 

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

  
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円) 

工具器具 
及び備品 

106 95 10

２ 貸手側 

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

 
取得価額
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

工具器具
及び備品 

48 46 2 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 9百万円

１年超 1 

合計 11 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2百万円

１年超 ― 

合計 2 

 (3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 18百万円

減価償却費 18 

受取利息相当額 0 

 (3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 8百万円

減価償却費 7 

受取利息相当額 0 

 (4) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額と見積残存価額の合計額からリース

物件の購入価額を控除した額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法によってお

ります。 

 (4) 利息相当額の算定方法 

同左 

３ オペレーティング・リース取引(借手側) 

 未経過リース料 

１年内 734百万円

１年超 9,219 

合計 9,954 

３ オペレーティング・リース取引(借手側) 

 未経過リース料 

１年内 1,171百万円

１年超 10,043 

合計 11,215 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

４ 時価評価されていない有価証券(満期保有目的の債券で時価のあるものを除く)の主な内容及び連結貸借対照表計上

額 

(1) 満期保有目的の債券 

   該当事項はありません。 

(3) その他有価証券 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券について17百万円の減損処理を行っております。 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計
上額が取得原価を超
えるもの) 

  株式 394 768 373

(連結貸借対照表計
上額が取得原価を超
えないもの) 

  株式 528 466 △61

合計 923 1,234 311

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

1,509 74 0

(2) 子会社株式及び関連会社株式 636百万円

非上場株式 117百万円

非上場の外国株式 8 

非上場の投資信託 1 

匿名組合出資金 940 

その他 102 



当連結会計年度(平成18年１月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

４ 時価評価されていない有価証券(満期保有目的の債券で時価のあるものを除く)の主な内容及び連結貸借対照表計上

額 

(1) 満期保有目的の債券 

   該当事項はありません。 

(3) その他有価証券 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券について14百万円の減損処理を行っております。 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計
上額が取得原価を超
えるもの) 

  株式 121 482 360

(連結貸借対照表計
上額が取得原価を超
えないもの) 

  株式 4 4 △0

合計 126 486 360

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

867 81 29

(2) 子会社株式及び関連会社株式 496百万円

非上場株式 105百万円

非上場の外国株式 4 

非上場の投資信託 1 

匿名組合出資金 1,075 

その他 79 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

 (1) 取引の内容 

当社はデリバティブ取引として為替先物予約、通

貨オプション、金利オプション、金利スワップを利

用しております。 

 (1) 取引の内容 

当社はデリバティブ取引として為替先物予約、金

利オプション、金利スワップを利用しております。 

 (2) 取引に対する取組方針 

当社は外貨建債権債務の残高及び将来発生する取

引に係る為替変動リスクに対して、為替先物予約、

通貨オプションを利用することとしております。ま

た、借入金に係る金利変動リスクに対して、金利オ

プション、金利スワップを利用しております。 

 (2) 取引に対する取組方針 

当社は外貨建債権債務の残高及び将来発生する取

引に係る為替変動リスクに対して、為替先物予約を

利用することとしております。また、借入金に係る

金利変動リスクに対して、金利オプション、金利ス

ワップを利用しております。 

 (3) 取引の利用目的 

当社はデリバティブ取引を市場リスクヘッジ、資

金調達コストの確定、資金運用利回の確定を図るこ

と等を目的に利用しており、投機的な取引目的での

利用は行わない方針です。 

 (3) 取引の利用目的 

当社はデリバティブ取引を市場リスクヘッジ、資

金調達コストの確定、資金運用利回の確定を図るこ

と等を目的に利用しており、投機的な取引目的での

利用は行わない方針です。 

 (4) 取引に係るリスクの内容 

当社のデリバティブ取引の契約先は、高い信用格

付を有する金融機関であるため、相手方の契約不履

行によるリスクはほとんどないと認識しておりま

す。なお、利用している為替先物予約、通貨オプシ

ョン、金利オプション、金利スワップは市場変動リ

スクのヘッジ目的で行っており、当該取引の評価損

益は、ヘッジ対象の評価損益と相殺されます。 

また、時価の変動が大きく、経営に重大な影響を

及ぼす取引は行っておりません。 

 (4) 取引に係るリスクの内容 

当社のデリバティブ取引の契約先は、高い信用格

付を有する金融機関であるため、相手方の契約不履

行によるリスクはほとんどないと認識しておりま

す。なお、利用している為替先物予約、金利オプシ

ョン、金利スワップは市場変動リスクのヘッジ目的

で行っており、当該取引の評価損益は、ヘッジ対象

の評価損益と相殺されます。 

また、時価の変動が大きく、経営に重大な影響を

及ぼす取引は行っておりません。 

 (5) 取引に係るリスク管理体制 

当社はデリバティブ取引に関して、利用目的限度

額が定められており、限度を超えた取引を行う場合

は経営会議の承認を必要とします。 

 (5) 取引に係るリスク管理体制 

当社はデリバティブ取引に関して、利用目的限度

額が定められており、限度を超えた取引を行う場合

は経営会議の承認を必要とします。 



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引、金利スワップ取引及び金利オプションを行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用し

ておりますので、注記対象から除いております。 

  

当連結会計年度(平成18年１月31日) 

   為替予約取引については、当連結会計年度末における残高はありません。 

  

金利関連 

(注) １ 上記はヘッジ会計の要件を満たさなくなったため、ヘッジ会計の適用を終了したものであります。 

   ２ 時価の算定方法 

   (1)金利スワップ取引 

     金利スワップ取引契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

   (2)金利オプション取引 

     金利オプション取引契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

   ３ （  ）の金額は、金利キャップ取引のプレミアム料であります。 

  

次へ 

区分 種類
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外の取引 

金利スワップ取引 21,800 21,400 △735 △735

金利オプション取引   

 キャップ取引   

 買建 200 ― ― ―

  （1） （1） 0 △1

合計 ― ― ― △736



(退職給付関係) 

１ 退職給付制度の概要 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

当社及び連結子会社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しております。この他に一部の連結

子会社は特定退職金共済団体制度及び中小企業退職金共済制度に加入しており、また、当社は従業員のうち一定の要

件を備えるものに対して適格退職年金制度を導入しております。 

なお、主な内容は次のとおりであります。 

受給資格 

勤続年数20年以上で年齢満50歳以上の従業員 

受給金額 

退職慰労金規程による算出額の60％ 
  

当連結会計年度(平成18年１月31日) 

当社及び連結子会社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しております。また、当社は従業員

のうち一定の要件を備えるものに対して適格退職年金制度を導入しております。 

なお、主な内容は次のとおりであります。 

受給資格 

勤続年数20年以上で年齢満50歳以上の従業員 

受給金額 

退職慰労金規程による算出額の60％ 

  

２ 退職給付債務に関する事項 
  

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年１月31日) 

金額(百万円) 金額(百万円) 

イ 退職給付債務 △6,423 △6,420

ロ 年金資産 1,238 1,329

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △5,184 △5,091

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 2,289 2,098

ホ 未認識数理計算上の差異 669 569

ヘ 未認識過去勤務債務 ― ―

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △2,225 △2,423

チ 前払年金費用 ― ―

リ 退職給付引当金(ト－チ) △2,225 △2,423

前連結会計年度 当連結会計年度

(注１) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を使用しております。 

  (注１)        同左 

(注２) 平成16年４月１日の会社分割により設立され

た丸善システムインテグレーション㈱（現 京セ

ラ丸善システムインテグレーション㈱）を、平

成16年９月末日をもって連結の範囲から除外し

たことにより、退職給付債務940百万円、年金資

産193百万円、会計基準変更時差異219百万円及

び未認識数理計算上の差異25百万円が減少して

おります。  

    



３ 退職給付費用に関する事項 

  

  

  
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

次へ 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年１月31日)

金額(百万円) 金額(百万円) 

イ 勤務費用 286 (注１) 221  (注１)

ロ 利息費用 170 104 

ハ 期待運用収益 △26 △21 

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 389 191 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 40 114 

ヘ 過去勤務債務の費用の減額処理額 ― ― 

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 859 610 

前連結会計年度 当連結会計年度

(注１) 簡便法を使用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上しておりま

す。 

  (注１)        同左 

(注２) 当社の連結子会社である丸善システムサービ

ス㈱のコンピュータ事業を当社の非連結子会社

であった丸善コンピュータシステム㈱（現 京セ

ラ丸善システムインテグレーション㈱）に営業

譲渡した際に会計基準変更時差異150百万円を一

括償却しております。 

    

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年１月31日) 

イ 退職給付見込額の期間配

分方法 

期間定額基準 

  

期間定額基準 

  

ロ 割引率 2.0％ 1.8％ 

ハ 期待運用収益率 2.1％ 2.1％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理

年数 

― ― 

ホ 数理計算上の差異の処理

年数 

15年(発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定率法に

より、発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。) 

10年(発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定率法に

より、発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。) 

ヘ 会計基準変更時差異の処

理年数 

15年 15年 



(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年１月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

 (1) 流動の部 

  
 (2) 固定の部 

  

  繰延税金資産 

   賞与引当金 95百万円

   未払事業税及び未払事業所税 71 

   たな卸資産 343 

   その他 51 

     計 561 

   評価性引当金 △61 

     差引 500 

  繰延税金資産 

   固定資産に係る未実現利益 777百万円

   貸倒引当金 1,687 

   退職給付引当金 779 

   役員退職慰労引当金 80 

   投資有価証券 229 

   繰越欠損金 5,635 

   その他 373 

     計 9,562 

   評価性引当金 △8,784 

     計 777 

   繰延税金負債との相殺 △125 

     差引 652 

  繰延税金負債   

   その他有価証券評価差額金 125 

     計 125 

   繰延税金資産との相殺 △125 

     差引 ― 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

 (1) 流動の部 

  
 (2) 固定の部 

 繰延税金資産  

  賞与引当金 67百万円

  未払事業税及び未払事業所税 35 

  たな卸資産 239 

  繰越欠損金 124 

  その他 100 

    計 567 

  評価性引当金 △67 

    差引 500 

 繰延税金資産  

  貸倒引当金 1,631百万円

  退職給付引当金 967 

  投資有価証券 108 

  繰越欠損金 10,424 

  減損損失 805 

  その他 533 

    計 14,470 

  評価性引当金 △14,470 

    計 0 

  繰延税金負債との相殺 △0 

    差引 ― 

 繰延税金負債   

  その他有価証券評価差額金 144 

    計 144 

  繰延税金資産との相殺 △0 

    差引 143 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

  法定実効税率 40.0％

 (調整) 

  評価性引当額 232.9

  未実現利益 △59.2

  住民税均等割 3.4

  交際費等永久に損金に算入されない項 
  目 

0.7

  法人税還付金等 △1.4

  その他 △2.9

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 213.5

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

 法定実効税率 40.0％

(調整)  

 評価性引当額 △98.1 

 未実現利益 44.9 

 住民税均等割 △1.0 

 交際費等永久に損金に算入されない項 
  目 

△1.1 

 法人税還付金等 △0.2 

 その他 1.2 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △14.3 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年１月31日) 

  

書籍及び 
文化雑貨 
事業部門 
(百万円) 

設備建築 
並びに 
内装業部門
(百万円) 

コンピュー
タ事業部門
(百万円) 

その他
事業部門 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

89,191 15,338 4,371 1,194 110,096 ― 110,096

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

18 1,022 236 1,603 2,880 (2,880) ―

計 89,210 16,360 4,607 2,798 112,977 (2,880) 110,096

営業費用 86,057 15,050 4,427 3,100 108,636 (1,060) 107,576

営業利益又は 
営業損失（△） 

3,152 1,310 179 △301 4,340 (1,820) 2,520

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

      

資産 34,925 5,098 1,028 11,495 52,547 24,116 76,664

減価償却費 200 59 15 677 952 (26) 926

資本的支出 291 6 9 1,466 1,773 0 1,774

  

書籍及び 
文化雑貨 
事業部門 
(百万円) 

設備建築 
並びに 
内装業部門
(百万円) 

その他
事業部門 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

73,079 9,789 542 83,411 ― 83,411 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

47 365 906 1,319 (1,319) ― 

計 73,127 10,154 1,448 84,730 (1,319) 83,411 

営業費用 71,842 9,496 1,640 82,978 (21) 82,956 

営業利益又は 
営業損失（△） 

1,285 657 △191 1,751 (1,297) 454 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

      

資産 31,304 5,546 9,882 46,734 8,100 54,834 

減価償却費 95 49 245 390 4 395 

資本的支出 84 12 283 380 0 381 



(注) １ 事業区分は、取扱商品等の種類の類似性に基づき区分しております。 

   ２ 各事業の主な取扱商品等 

(1)書籍及び文化雑貨事業部門・・・法人向け及び店舗における書籍、文具等の販売並びに専門書の出版等 

(2)設備建築並びに内装業部門・・・図書館を中心とした内装設備の設計施工及び店舗設備の設計施工等 

(3)その他事業部門・・・・・・・・不動産賃貸業ほか 

   ３ コンピュータ事業部門は、平成16年９月末日に譲渡したことにより、連結子会社から持分法適用会社（京セラ丸善システ

ムインテグレーション㈱）となっております。 

これに伴い、当連結会計年度より、コンピュータ事業部門はなくなっております。 

   ４ 「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。こ

れにより、書籍及び文化雑貨事業部門において797百万円、その他事業部門において1,581百万円の減損損失を計上してお

ります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は、書籍及び文化雑貨事業

部門において74百万円、その他事業部門において65百万円減少し、営業利益は同額増加しております。 

５ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度ともに、連結会社は全て本国内所在のため、記載事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高は連結売上高の10％未満のため、その記載を省略して

おります。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度及び当連結会計年度ともに、該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度
(百万円) 

当連結会計年度
(百万円) 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦

不能営業費用の金額 
1,689 1,288 

提出会社の総務・人事・経理部門

等の管理部門に係る費用 

消去又は全社の項目に含めた全社

資産の金額 
23,405 10,628 

提出会社での余資運用資金(現金

及び有価証券)、長期投資資金(投

資有価証券)、繰延税金資産及び

管理部門に係る資産等 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について、前連結会計年度及び当連結会計年度は、１株当たり 

当期純損失であるため記載しておりません。 

  ２ １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

１株当たり純資産額  17円19銭 １株当たり純資産額 △43円95銭

１株当たり当期純損失  22円94銭 １株当たり当期純損失 61円36銭

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

連結損益計算書上の当期純損失(百万円) 2,477 6,624 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純損失(百万円) 2,477 6,624 

普通株式の期中平均株式数(千株) 108,001 107,971 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

無担保転換社債第３回。 

これらの概要は、「新株予約権

等の状況」及び「社債明細表」

に記載のとおりであります。 

第１回Ａ種優先株式 11,120株 

第１回Ｂ種優先株式 11,120株 

第１回Ｃ種優先株式 11,120株 

第１回Ｄ種優先株式 11,120株 

第１回Ｅ種優先株式  7,410株 

第１回Ｆ種優先株式  7,410株 

第１回Ｇ種優先株式  7,410株 

第１回Ｈ種優先株式  7,410株 

各種優先株式とも１株につき発

行価額135,000円。 

これらの概要は、「株式の総数

等」に記載のとおりでありま

す。 



(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

 当社は平成17年５月20日開催の取締役会決議に基づ

く、資本減少及び第三者割当による新株式発行（平成17

年５月20日に大和証券エスエムビーシープリンシパル・

インベストメンツ株式会社との間で、株式引受契約を締

結）に関する議案について、平成17年６月29日開催の定

時株主総会にて、下記のとおり承認可決されました。 

  

１資本減少 

(1)資本減少の理由 

繰越損失を解消するため、下記２の第三者割当による新

株式発行を前提に資本減少を行います。 

(2)資本減少の内容 

1.減少すべき資本の額 

当社の資本の額12,827,783,426円を12,327,783,426円減

少して、500,000,000円といたします。 

2.資本減少の方法 

発行済株式総数の変更は行わず、資本の額のみを減少い

たします。 

3.資本の欠損の填補に充てる金額 

減少させる12,327,783,426円のうち、2,188,659,712円

を繰越損失の填補に充当いたします。なお、残額

10,139,123,714円はその他資本剰余金といたします。 

4.資本減少の日程 

なお、上記のとおり、資本減少の効力発生後、新株式発

行を行う予定であります。 

  

２ 第三者割当による新株式発行 

(1)新株式発行の内容 

1.株式の種類 

第１回Ａ種優先株式、第１回Ｂ種優先株式、 

第１回Ｃ種優先株式、第１回Ｄ種優先株式、 

第１回Ｅ種優先株式、第１回Ｆ種優先株式、 

第１回Ｇ種優先株式、第１回Ｈ種優先株式 

2.発行新株式数 

第１回Ａ種優先株式  11,120株 

第１回Ｂ種優先株式  11,120株 

第１回Ｃ種優先株式  11,120株 

第１回Ｄ種優先株式  11,120株 

第１回Ｅ種優先株式   7,410株 

第１回Ｆ種優先株式   7,410株 

第１回Ｇ種優先株式   7,410株 

第１回Ｈ種優先株式   7,410株 

取締役会決議 平成17年５月20日 

定時株主総会決議 平成17年６月29日 

債権者異議申述公告 平成17年６月30日 

債権者異議申述最終期日 平成17年８月１日(予定) 

資本減少の効力発生 平成17年８月２日(予定) 

 当社は平成18年３月28日開催の取締役会決議に基づ

く、資本準備金減少及び資本減少に関する議案につい

て、平成18年４月27日開催の定時株主総会にて、下記の

とおり承認可決されました。 

  

１．損失処理に伴う資本準備金の減少 

(1)資本準備金減少の理由 

平成18年１月期において多額の当期純損失が発生してお

り、その損失処理において、その他資本剰余金を取り崩

しても解消できない資本の欠損の填補に充てるため、資

本準備金の減少を行います。 

(2)資本準備金減少の内容 

1．減少すべき資本準備金の額 

損失処理により資本準備金を4,371,874,994円減少し

て、631,225,006円といたします。 

2．損失処理に伴う資本準備金減少の日程      

取締役会決議       平成18年３月28日 

定時株主総会決議     平成18年４月27日 

効力発生         平成18年４月27日 

  

２．資本減少 

(1)資本減少の理由 

平成17年８月４日に発行した種類株式（優先株式）の将

来の償還に備えるなど、今後の資本政策の機動性を確保

するため、資本減少を行います。 

(2)資本減少の内容 

1．減少すべき資本の額 

当社の資本の額5,503,100,000円を3,503,100,000円減少

して、2,000,000,000円といたします。なお、減少させ

る3,503,100,000円はその他資本剰余金といたします。 

2．資本減少の方法 

発行済株式総数の変更は行わず、資本の額のみを減少い

たします。 

3．資本減少の日程      

取締役会決議       平成18年３月28日 

定時株主総会決議     平成18年４月27日 

債権者異議申述公告    平成18年４月28日 

債権者異議申述最終期日  平成18年５月29日（予定）

効力発生         平成18年５月30日（予定） 

  

３．資本準備金減少 

(1)資本準備金減少の理由 

今後の資本政策の機動性を確保するため、上記２の資本

減少の効力発生を条件に、資本の４分の１まで資本準備

金の減少を行います。 

(2)資本準備金減少の内容 

1．減少すべき資本準備金の額 

損失処理により631,225,006円まで取り崩した資本準備 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

3.発行価額 

各種優先株式とも、１株につき135,000円 

4.発行価額の総額 

第１回Ａ種優先株式  1,501,200,000円 

第１回Ｂ種優先株式  1,501,200,000円 

第１回Ｃ種優先株式  1,501,200,000円 

第１回Ｄ種優先株式  1,501,200,000円 

第１回Ｅ種優先株式  1,000,350,000円 

第１回Ｆ種優先株式  1,000,350,000円 

第１回Ｇ種優先株式  1,000,350,000円 

第１回Ｈ種優先株式  1,000,350,000円 

5.発行価額中資本に組み入れない額 

各種優先株式とも、１株につき金67,500円 

6.資本組入額の総額 

第１回Ａ種優先株式   750,600,000円 

第１回Ｂ種優先株式   750,600,000円 

第１回Ｃ種優先株式   750,600,000円 

第１回Ｄ種優先株式   750,600,000円 

第１回Ｅ種優先株式   500,175,000円 

第１回Ｆ種優先株式   500,175,000円 

第１回Ｇ種優先株式   500,175,000円 

第１回Ｈ種優先株式   500,175,000円 

7.申込期日 

各種優先株式とも、平成17年６月29日 

8.払込期日 

各種優先株式とも、上記１の資本減少の効力発生後、平

成17年８月４日を予定しております。 

9.配当起算日 

各種優先株式とも、平成17年４月１日 

10.発行方法 

各種優先株式とも、第三者割当の方法により、大和証券

エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式

会社に全株式を割り当てる。 

(2)増資による調達資金の使途 

新規事業開発、新規出店など収益基盤の拡大に必要とな

る投資余力の確保、並びに有利子負債の圧縮などに充当

する予定であります。 

金を131,225,006円減少して、500,000,000円といたしま

す。なお、減少させる131,225,006円はその他資本剰余

金といたします。 

2．資本準備金減少の日程      

取締役会決議       平成18年３月28日 

定時株主総会決議     平成18年４月27日 

債権者異議申述公告    平成18年４月28日 

債権者異議申述最終期日  平成18年５月29日（予定）

効力発生         平成18年５月30日（予定） 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) 第３回無担保転換社債（平成８年９月30日発行）は、平成17年９月30日において全額償還済であります。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年以内における実質返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

丸善株式会社 
第３回無担保 
転換社債 (注) 

平成８年 
９月30日 

12,230 ― 0.950 なし 
平成17年
９月30日 

合計 ― ― 12,230 ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 21,107 17,500 0.839 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 
（注） 

2,036 1,513 1.302 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)（注） 

13,027 6,000 1.300
平成19年２月１日～
平成22年９月30日 

合計 36,170 25,013 ― ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 1,500 1,500 1,500 1,500



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

  現金及び預金  16,911 7,656  

  受取手形 (注1)  458 296  

  売掛金 (注1)  14,585 15,345  

  商品・製品  17,373 14,995  

  原材料  5 6  

  仕掛品  456 1,219  

  貯蔵品  3 3  

  前渡金  110 179  

  関係会社短期貸付金  132 78  

  前払費用  446 267  

  繰延税金資産  500 500  

  その他  1,311 263  

  貸倒引当金  △57 △59  

流動資産合計  52,238 54.8 40,751 54.3

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 (注7)     

  建物 6,378 6,040    

減価償却累計額 3,350 3,027 3,539 2,501  

  構築物 150 138    

減価償却累計額 117 32 118 19  

  機械及び装置 7 7    

減価償却累計額 7 0 7 0  

  車輌及び運搬具 1 ―    

減価償却累計額 1 0 ― ―  

  工具器具及び備品 1,090 538    

減価償却累計額 743 347 357 180  

  土地  2,360 1,655  

有形固定資産合計  5,769 6.1 4,357 5.8

２ 無形固定資産     

  借地権  169 128  

  ソフトウェア  208 193  

  その他  0 ―  

無形固定資産合計  377 0.4 321 0.4



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産      

  投資有価証券  2,387 1,752  

  関係会社株式  1,317 1,317  

  出資金  265 149  

  関係会社長期未収入金  1,701 1,701  

  長期貸付金  0 0  

  関係会社長期貸付金  26,984 21,232  

  破産・更生債権等  107 139  

  長期前払費用  131 31  

  敷金及び保証金 (注1)  4,184 3,420  

  その他  123 131  

  貸倒引当金  △314 △240  

投資その他の資産合計  36,889 38.7 29,636 39.5

固定資産合計  43,036 45.2 34,315 45.7

資産合計  95,274 100.0 75,067 100.0

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

  支払手形  3,373 4,152  

  買掛金  14,237 11,600  

  短期借入金 (注7)  21,107 17,500  

  転換社債 
(一年以内償還予定) 

 12,240 ―  

  長期借入金 
(一年以内返済予定) 

(注7)  2,000 1,500  

  未払金  1,298 1,087  

  未払法人税等  178 78  

  未払消費税等  61 153  

  未払費用  59 72  

  前受金  407 675  

  預り金  531 521  

  従業員預り金  640 570  

  返品調整引当金  155 130  

  賞与引当金  214 159  

  その他  480 59  

流動負債合計  56,985 59.8 38,261 51.0

Ⅱ 固定負債     

  長期借入金 (注7)  13,000 6,000  

  繰延税金負債  125 144  

  退職給付引当金  2,136 2,333  

  役員退職慰労引当金  188 ―  

  投資等損失引当金  11,259 20,635  

  長期預り保証金  798 332  

  リース資産減損勘定  ― 113  

  その他  ― 947  

固定負債合計  27,508 28.9 30,506 40.6

負債合計  84,493 88.7 68,767 91.6



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 
(注
3,6) 

 12,827 13.5 5,503 7.3

Ⅱ 資本剰余金     

  資本準備金 (注5)  1,326 5,003  

    その他資本剰余金  ― 10,139  

     資本金減少差益  ― 10,139  

資本剰余金合計  1,326 1.4 15,142 20.2

Ⅲ 利益剰余金     

  任意積立金  60 ―  

   固定資産圧縮積立金  60 ―  

  当期未処理損失  3,575 14,510  

利益剰余金合計  △3,515 △3.7 △14,510 △19.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金  187 0.2 216 0.3

Ⅴ 自己株式 (注4)  △45 △0.1 △51 △0.1

資本合計  10,781 11.3 6,299 8.4

負債・資本合計  95,274 100.0 75,067 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  98,102 100.0 78,584 100.0

Ⅱ 売上原価    

  商品・製品期首たな卸高 18,907 17,373   

  当期商品仕入高 62,416 52,468   

  当期製品製造原価 12,685 8,107   

合計 94,008 77,949   

  他勘定振替高 1,357 2,292   

  商品・製品期末たな卸高 17,373 75,277 76.7 14,995 60,661 77.2

 返品調整引当金繰入額  10 △25 

売上総利益  22,815 23.3 17,948 22.8

Ⅲ 建物賃貸収入  1,132 1.2 490 0.7

営業総利益  23,947 24.4 18,438 23.5

Ⅳ 販売費及び一般管理費    

  広告宣伝費 566 455   

  運搬費 625 595   

  販売手数料 803 667   

  賃借料 5,070 4,035   

  貸倒引当金繰入額 29 37   

  給料及び手当 7,462 6,546   

  賞与引当金繰入額 207 154   

  福利厚生費 1,568 1,361   

  退職給付引当金繰入額 633 576   

  役員退職慰労引当金 
  繰入額 

47 10   

  設備維持費 2,027 1,606   

  租税公課 258 181   

  減価償却費 616 295   

  その他 1,871 21,786 22.2 1,583 18,108 23.1

営業利益  2,160 2.2 329 0.4

Ⅴ 営業外収益    

  受取利息 (注1) 942 413   

  有価証券利息 0 ―   

  受取配当金 (注1) 29 19   

  その他 88 1,061 1.1 55 488 0.6

     



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 営業外費用    

  支払利息 1,196 633   

  社債利息 116 58   

  為替差損 54 32   

  その他 117 1,484 1.5 68 792 1.0

経常利益  1,737 1.8 25 0.0

Ⅶ 特別利益    

  固定資産売却益 (注2) 442 29   

  投資有価証券売却益 2,511 2,953 3.0 51 81 0.1

Ⅷ 特別損失    

  固定資産除却損 (注3) 28 148   

  投資有価証券評価損 17 14   

  貸倒引当金繰入額 7 3   

  投資等損失引当金繰入額 2,131 9,376   

  長期滞留資産整理損 66 ―   

  たな卸資産処分損 1,331 ―   

  本社等移転費用 203 ―   

  事業再編費用 106 ―   

  構造改革費用 (注4) ― 3,486   

  減損損失 (注5) ― 1,415   

  その他 (注6) 61 3,953 4.0 126 14,571 18.5

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

 737 0.8 △14,464 △18.4

法人税、住民税 
及び事業税 

43 46   

法人税等調整額 4,270 4,313 4.4 ― 46 0.1

当期純損失  3,575 △3.6 14,510 △18.5

前期繰越損失  ― 2,188 

資本金減少による 
欠損填補額 

 ― 2,188 

当期未処理損失  3,575 14,510 

     



製造原価明細書 

  

(注) 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 原材料費 75 0.6 55   0.6

Ⅱ 労務費 254 2.0 215   2.4

Ⅲ 経費 (注2) 12,294 97.4 8,599   97.0

当期総製造費用  12,625 100.0 8,870 100.0

期首仕掛品たな卸高  814 456  

他勘定振替高 (注3)  △297 ―  

合計  13,141 9,327  

期末仕掛品たな卸高  456 1,219  

当期製品製造原価 (注1)  12,685 8,107  

前事業年度 当事業年度

１ 原価計算の方法は、個別原価計算によってお

ります。 

  １         同左 

２ 経費のうち主なものには、外注加工費11,976

  百万円があります。 

  ２ 経費のうち主なものには、外注加工費8,334  

  百万円があります。 

３ コンテンツ＆ソリューションシステム事業部

を会社分割したことに伴うものです。 

    



③ 【損失処理計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年４月27日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

（当期未処理損失の処理）  

Ⅰ 当期未処理損失 3,575 14,510

Ⅱ 損失処理額  

   任意積立金取崩額  

    固定資産圧縮積立金 
    取崩額 

60 ―  

   資本準備金取崩額 1,326 4,371  

   その他資本剰余金取崩額 ― 1,386 10,139 14,510

Ⅲ 次期繰越損失 2,188 ―

   

（その他資本剰余金の処分）  

Ⅰ その他資本剰余金 10,139

Ⅱ その他資本剰余金処分額  

   欠損填補額 10,139

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越
額 

―

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算出)を採用しております。 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

  なお、投資事業有限責任組合及び 

 それに類する組合への出資（証券取 

 引法第2条第2項により有価証券とみ 

 なされるもの）については、組合契 

 約に規定される決算報告日に応じて 

 入手可能な最近の決算書を基礎とし 

 持分相当額を純額で取り込む方法に 

 よっております。 

 時価のないもの 

   

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

  時価法を採用しております。 

デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品・製品 

  売価還元法、最終仕入原価法及び

個別法による原価法を採用しており

ます。 

(2) 原材料 

  最終仕入原価法による原価法を採

用しております。 

(3) 仕掛品 

  個別法による原価法を採用してお

ります。 

(4) 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法を採

用しております。 

(1) 商品・製品 

同左 

  

  

(2) 原材料 

同左 

  

(3) 仕掛品 

同左 

  

(4) 貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法(但し、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属設備を

除く)については定額法)を採用して

おります。なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物 ３年～50年

構築物 10年～45年

工具器具及び備品 ２年～20年

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

建物 ２年～50年

構築物 10年～30年

工具器具及び備品 ２年～20年

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

   ①自社利用のソフトウェア 

  社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっておりま

す。 

 ①自社利用のソフトウェア 

同左 

   ②その他 

    定額法を採用しております。 

 ②その他 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

             

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 返品調整引当金 

  出版物の返品による損失に備える

ため、返品実績率に基づき計上して

おります。 

(2) 返品調整引当金 

同左 

  (3) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充当するた

め、支給見込額基準により計上して

おります。 

(3) 賞与引当金 

同左 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処理

しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(15年)に

よる定率法によりそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとし

ております。 

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処理

しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定率法によりそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとし

ております。 

 なお、残存勤務期間が短縮されたこ

とに伴い、数理計算上の差異の処理

年数を当事業年度より従来の15年か

ら10年へ変更しております。この変

更により退職給付費用が35百万円増

加しております。 



  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

  (5) 役員退職慰労引当金 

  役員（執行役員を含む）の退職慰

労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額の100％を計上し

ております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

  当社は、平成17年６月末までは役

員（執行役員を含む）の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額の100％を計上してお

ります。また、平成17年６月29日に

行われた第196期定時株主総会の決

議に基づき、役員退職慰労引当金制

度を廃止いたしました。これに伴

い、引き続き在任中の役員（執行役

員を含む）の役員退職慰労金につい

ては、廃止された役員退職慰労引当

金制度に基づき支払うため、第196

期定時株主総会終了時までの在任期

間に対応する金額198百万円を貸借

対照表上の固定負債の「その他」に

含めて表示しております。 

  (6) 投資等損失引当金 

  関係会社等への投資等に対する損

失に備えるため、その資産内容等を

検討して必要額を計上しておりま

す。 

(6) 投資等損失引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

             

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジを採用しております。 

 また、要件を満たす金利スワップに

ついては特例処理を採用しておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジを採用しております。

なお、金利スワップ、金利オプション

取引のうち、特例処理の要件を満たし

ているものについては、特例処理を採

用しております。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

 ①為替予約、通貨オプション 

 ②金利スワップ、金利オプション 

 ヘッジ対象 

 ①外貨建買掛金及び外貨建予定取引 

 ②借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

①為替予約 

②金利スワップ、金利オプション 

ヘッジ対象 

①外貨建買掛金及び外貨建予定取引 

②借入金 

  (3) ヘッジ方針 

  外貨建債務に係る為替変動リス

ク、また、借入金に係る金利変動リ

スクに対してヘッジをしておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段の契約額等とヘッジ対

象に関する重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、これをも

ってヘッジの有効性判断に代えてお

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理  

  は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  



会計方針の変更 

  

表示方法の変更 

  

追加情報 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」 

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針６

号）を適用しております。 

 これにより営業利益が103百万円増加し、税引前当期

純損失が1,296百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月

１日より適用となったこと及び「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、当事業年度から投資

事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券

取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）

を出資金から投資有価証券として表示する方法に変更い

たしました。なお、当事業年度の投資有価証券に含まれ

る当該出資の額は、1,027百万円であります。 

――――― 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。この結果、販売費及び一般管理費が

108百万円増加しております。これに伴い、営業利益が

108百万円減少、経常利益及び税引前当期純利益が同額

減少しております。 

――――― 



 注記事項 

(貸借対照表関係) 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年１月31日) 

１ 関係会社に係る注記 

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 

受取手形・売掛金 486百万円

敷金及び保証金 1,038 

１ 関係会社に係る注記 

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 

   

受取手形・売掛金 500百万円

２ 偶発債務 

 (1) 保証債務 

  銀行借入に対する保証 

㈱第一鋼鉄工業所 43百万円

取引先に対する債務の保証 

京セラ丸善システム 
インテグレーション㈱ 

3    

㈱栄松堂書店 28 

計 75 

２ 偶発債務 

 (1) 保証債務 

  銀行借入に対する保証 

㈱第一鋼鉄工業所 13百万円

取引先に対する債務の保証

京セラ丸善システム
インテグレーション㈱ 

5    

㈱栄松堂書店 22 

計 41 

 (2) 保証予約等 

  銀行借入に対する保証 

丸善ソフィック㈱ 14百万円

計 14 

 (2) 保証予約等 

  銀行借入に対する保証 

丸善ソフィック㈱ 10百万円

建物賃貸に対する保証予約等

㈱丸善トライコム 10 

計 20 

３ 資本金の明細 

  但し、株式の消却が行われた場合には、これに相当 

 する株式数を減じることができる旨、定款で定めてお 

 ります。 

(1) 授権株数（普通株式） 300,000,000株

(2) 発行済株式総数（普通株式） 108,162,360株

３ 資本金の明細 

   

但し、普通株式の消却又は優先株式の消却もしく

は普通株式への転換が行なわれた場合には、これ

に相当する株式数を減じることができる旨、定款

で定めております。 

(1) 授権株数（普通株式） 299,900,000株

     （優先株式） 100,000株

(2) 発行済株式総数  

    普通株式 108,162,360株

    第１回Ａ種優先株式 11,120株

    第１回Ｂ種優先株式 11,120株

    第１回Ｃ種優先株式 11,120株

    第１回Ｄ種優先株式 11,120株

    第１回Ｅ種優先株式 7,410株

    第１回Ｆ種優先株式 7,410株

    第１回Ｇ種優先株式 7,410株

    第１回Ｈ種優先株式 7,410株

４ 自己株式の保有数 

 普通株式 178,079株

４ 自己株式の保有数 

普通株式 202,542株

５ 法定準備金による欠損填補 

  欠損填補を行った年月   平成14年６月27日 

  欠損填補を行った年月   平成15年６月27日 

欠損填補に充当された金額 

資本準備金 4,997百万円

利益準備金 1,829 

計 6,826 

欠損填補に充当された金額 

資本準備金 2,609百万円

５ 法定準備金による欠損填補 

  欠損填補を行った年月   平成15年６月27日 

  欠損填補を行った年月   平成16年６月29日 

欠損填補に充当された金額  

資本準備金 2,609百万円

欠損填補に充当された金額  

資本準備金 3,957百万円



  

  

(損益計算書関係) 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年１月31日) 

６ 資本の欠損の額           3,560百万円 

７ コミットメントライン契約及びシンジケーション方

式タームローン契約 

 ①コミットメントライン契約 

  当社は平成15年９月12日に締結したコミットメント

ライン契約を当事業年度において、㈱みずほ銀行、㈱

三井住友銀行をアレンジャーとした計５行の金融機関

との間で、借入枠の総額を10,500百万円に増額して更

新しております。 

  当事業年度末におけるコミットメントライン契約に

係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。 

 ②シンジケーション方式タームローン契約（分割実行

可能期間付き金銭消費貸借契約） 

  当社は前事業年度において長期借入金を固定化させ

るため、㈱みずほ銀行をアレンジャー、㈱三井住友銀

行をジョイント・アレンジャーとした計４行の金融機

関との間でシンジケーション方式タームローン契約

（分割実行可能期間付き金銭消費貸借契約）を締結し

ております。 

  なお、当事業年度において、前事業年度に締結した

シンジケーション方式タームローン契約の全額16,250

百万円について、借入を実行しております。当事業年

度末における借入金残高は15,000百万円であります。 

コミットメントラインの総額 10,500百万円

借入実行残高 ― 

差引額 10,500 

６ 資本の欠損の額           4,422百万円 

７ シンジケートローン契約 

  当社は平成16年３月29日に締結したシンジケーショ

ン方式タームローン契約を解約し、平成17年９月26日

に、㈱三井住友銀行、㈱みずほ銀行をアレンジャーと

した計５行（合併により現在は４行）の金融機関との

間で、総額300億円を借入枠とするシンジケートロー

ン契約を締結いたしました。 

  当事業年度末におけるシンジケートローン契約に係

る借入金未実行残高等は次のとおりであります。 

  なお、シンジケートローンの総額に対して以下の資

産を担保に供しております。 

  上記のほか、シンジケートローンの総額に対して以

下の子会社の有形固定資産を担保に供しております。 

 （丸善システムサービス） 

 （第一鋼鉄工業所） 

シンジケートローンの総額 30,000百万円

借入実行残高 25,000 

差引額 5,000 

建物 1,241百万円

構築物 9 

土地 1,655 

計 2,905 

建物 24百万円

構築物 0 

土地 142 

計 168 

建物 545百万円

構築物 10 

土地 159 

計 714 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは以下

のとおりであります。   

受取利息 618百万円

１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは以下

のとおりであります。 

受取利息及び受取配当金 422百万円

２ 固定資産売却益の内容 

(主な売却物件) 

天久保マンション 24百万円

京都河原町ビル 418 

計 442 

２ 固定資産売却益の内容 

青戸寮借地権 29 

３ 固定資産除却損の内容 

建物 19百万円

工具器具及び備品他 8 

計 28 

３ 固定資産除却損の内容 

建物 12百万円

構築物 0 

車両及び運搬具 0 

工具器具及び備品他 135 

計 148 



  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

４ 

――――― 

４ 構造改革費用 

  新中期事業計画に基づく事業構造改革において、事

業の選択と集中（事業の構造転換・縮小・撤退）に伴

う損失と構造改革を推進するための投資余力を確保す

るために発生した事業再構築費用として2,333百万

円、また、財務基盤強化に伴い発生した財務再構築費

用1,153百万円であります。 

５ 

――――― 

５ 減損損失 

  当事業年度において、当社は減損損失を計上してお

ります。主なものは以下のとおりであります。 

  当社は、他の資産又は資産グループのキャッシュ・

フローからおおむね独立したキャッシュ・フローを生

み出す最小の単位として、所有又は賃貸している各ビ

ル・店舗等を基準とした物件所在地ごとに資産のグル

ーピングを行っております。 

  当事業年度においては、帳簿価額に対し、著しく時

価が下落している資産・営業活動から生じる損益が継

続的にマイナス等である資産について減損兆候を認識

し、減損対象となった資産は、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額（1,415百万円）を特別損

失に計上いたしました。その内訳は、建物518百万

円、構築物10百万円、工具器具及び備品9百万円、土

地704百万円、その他7百万円、リース資産164百万円

であります。 

  なお、当資産グループの回収可能額の算定に関して

は、正味売却価額により測定している場合、土地及び

建物については、不動産鑑定評価基準に基づいた評価

額及び路線価等により算定し、使用価値により測定し

ている場合、将来キャッシュ・フローを５％で割引い

て算定しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

金沢五輪ビル 

(石川県金沢市)
遊休 

建物及 

び土地 
617百万円 

服飾舘日本橋 

(東京都中央区)
店舗 建物等 270 

津田沼店 

(千葉県習志野 

市) 

店舗 建物等 187 

６ 特別損失その他の内容 

加算制度退職金 51百万円

その他 9 

計 61 

６ 特別損失その他の内容 

店舗撤退損 125百万円

ゴルフ会員権処分損 0 

計 126 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度、当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借手側） 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借手側） 

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具及び
備品 

1,601 698 903

ソフトウェア 94 51 42

合計 1,695 749 946

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具及び
備品 

1,536 470 113 951 

ソフトウェア 95 44 ― 50 

合計 1,631 515 113 1,002 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 277百万円

１年超 686 

合計 964 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 282百万円

１年超 853 

合計 1,135 

リース資産減損勘定期末残高 113百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 399百万円

減価償却費相当額 368 

支払利息相当額 29 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 304百万円

リース資産減損勘定の取崩額 50 

減価償却費相当額 280 

支払利息相当額 24 

減損損失 164 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引（借手側） 

   未経過リース料 

１年内 734百万円

１年超 9,219 

合計 9,954 

２ オペレーティング・リース取引（借手側） 

   未経過リース料 

１年内 1,151百万円

１年超 9,935 

合計 11,087 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年１月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

 (1) 流動の部 

  

  繰延税金資産   

   たな卸資産 343百万円

   賞与引当金 85 

   その他 82 

    計  511 

   評価性引当金 △11 

  繰延税金資産合計 500 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

 (1) 流動の部 

  

 繰延税金資産   

  たな卸資産 174百万円

  賞与引当金 63 

  繰越欠損金 124 

  その他 137 

 繰延税金資産合計 500 

 (2) 固定の部 

  繰延税金資産 

   繰越欠損金 2,351百万円

   投資等損失引当金 4,503 

   役員退職慰労引当金 75 

   退職給付引当金 747 

   投資有価証券 229 

   その他 211 

    計 8,118 

   評価性引当金 △8,118 

   繰延税金資産合計 ― 

  繰延税金負債   

   その他有価証券評価差額金 125 

   繰延税金負債合計 125 

  繰延税金負債の純額 125 

 (2) 固定の部 

 繰延税金資産  

  繰越欠損金 3,750百万円

  投資等損失引当金 8,254 

  退職給付引当金 933 

  投資有価証券 108 

  減損損失 522 

  その他 302 

   計 13,871 

  評価性引当金 △13,871 

  繰延税金資産合計 ― 

 繰延税金負債   

  その他有価証券評価差額金 144 

  繰延税金負債合計 144 

 繰延税金負債の純額 144 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

  

  法定実効税率 40.0％

 (調整) 

  評価性引当額 536.5

  住民税均等割 9.5

  交際費等永久に損金に算入されない 
  項目 

2.2

  法人税還付金等 △4.2

  その他 0.5

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 584.5

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

 法定実効税率 40.0％

(調整)  

 評価性引当額 △39.7 

 住民税均等割 △0.4 

 交際費等永久に損金に算入されない 
  項目 

△0.1 

 法人税還付金等 0.1 

 その他 △0.2 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.3 



(１株当たり情報) 

  

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について、前事業年度及び当事業年度は、１株当たり当期純損失であるため記載

しておりません。 

   ２ １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

１株当たり純資産額  99円84銭 １株当たり純資産額 △34円33銭

１株当たり当期純損失  33円11銭 １株当たり当期純損失 134円40銭

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

 損益計算書上の当期純損失 (百万円) 3,575 14,510 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純損失(百万円) 3,575 14,510 

 普通株式の期中平均株式数 (千株) 108,001 107,971 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

無担保転換社債第３回。 

これらの概要は、「新株予約権

等の状況」及び「社債明細表」

に記載のとおりであります。 

第１回Ａ種優先株式 11,120株 

第１回Ｂ種優先株式 11,120株 

第１回Ｃ種優先株式 11,120株 

第１回Ｄ種優先株式 11,120株 

第１回Ｅ種優先株式  7,410株 

第１回Ｆ種優先株式  7,410株 

第１回Ｇ種優先株式  7,410株 

第１回Ｈ種優先株式  7,410株 

各種優先株式とも１株につき発

行価額135,000円。 

これらの概要は、「株式の総数

等」に記載のとおりでありま

す。 



(重要な後発事象) 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

 当社は平成17年５月20日開催の取締役会決議に基づ

く、資本減少及び第三者割当による新株式発行（平成17

年５月20日に大和証券エスエムビーシープリンシパル・

インベストメンツ株式会社との間で、株式引受契約を締

結）に関する議案について、平成17年６月29日開催の定

時株主総会にて、下記のとおり承認可決されました。 

  

１資本減少 

(1)資本減少の理由 

繰越損失を解消するため、下記２の第三者割当による新

株式発行を前提に資本減少を行います。 

(2)資本減少の内容 

1.減少すべき資本の額 

当社の資本の額12,827,783,426円を12,327,783,426円減

少して、500,000,000円といたします。 

2.資本減少の方法 

発行済株式総数の変更は行わず、資本の額のみを減少い

たします。 

3.資本の欠損の填補に充てる金額 

減少させる12,327,783,426円のうち、2,188,659,712円

を繰越損失の填補に充当いたします。なお、残額

10,139,123,714円はその他資本剰余金といたします。 

4.資本減少の日程 

なお、上記のとおり、資本減少の効力発生後、新株式発

行を行う予定であります。 

  

２ 第三者割当による新株式発行 

(1)新株式発行の内容 

1.株式の種類 

第１回Ａ種優先株式、第１回Ｂ種優先株式、 

第１回Ｃ種優先株式、第１回Ｄ種優先株式、 

第１回Ｅ種優先株式、第１回Ｆ種優先株式、 

第１回Ｇ種優先株式、第１回Ｈ種優先株式 

2.発行新株式数 

第１回Ａ種優先株式  11,120株 

第１回Ｂ種優先株式  11,120株 

第１回Ｃ種優先株式  11,120株 

第１回Ｄ種優先株式  11,120株 

第１回Ｅ種優先株式   7,410株 

第１回Ｆ種優先株式   7,410株 

第１回Ｇ種優先株式   7,410株 

第１回Ｈ種優先株式   7,410株 

取締役会決議 平成17年５月20日 

定時株主総会決議 平成17年６月29日 

債権者異議申述公告 平成17年６月30日 

債権者異議申述最終期日 平成17年８月１日(予定) 

資本減少の効力発生 平成17年８月２日(予定) 

 当社は平成18年３月28日開催の取締役会決議に基づ

く、資本準備金減少及び資本減少に関する議案につい

て、平成18年４月27日開催の定時株主総会にて、下記の

とおり承認可決されました。 

  

１．損失処理に伴う資本準備金の減少 

(1)資本準備金減少の理由 

平成18年１月期において多額の当期純損失が発生してお

り、その損失処理において、その他資本剰余金を取り崩

しても解消できない資本の欠損の填補に充てるため、資

本準備金の減少を行います。 

(2)資本準備金減少の内容 

1．減少すべき資本準備金の額 

損失処理により資本準備金を4,371,874,994円減少し

て、631,225,006円といたします。 

2．損失処理に伴う資本準備金減少の日程      

取締役会決議       平成18年３月28日 

定時株主総会決議     平成18年４月27日 

効力発生         平成18年４月27日 

  

２．資本減少 

(1)資本減少の理由 

平成17年８月４日に発行した種類株式（優先株式）の将

来の償還に備えるなど、今後の資本政策の機動性を確保

するため、資本減少を行います。 

(2)資本減少の内容 

1．減少すべき資本の額 

当社の資本の額5,503,100,000円を3,503,100,000円減少

して、2,000,000,000円といたします。なお、減少させ

る3,503,100,000円はその他資本剰余金といたします。 

2．資本減少の方法 

発行済株式総数の変更は行わず、資本の額のみを減少い

たします。 

3．資本減少の日程      

取締役会決議       平成18年３月28日 

定時株主総会決議     平成18年４月27日 

債権者異議申述公告    平成18年４月28日 

債権者異議申述最終期日  平成18年５月29日（予定）

効力発生         平成18年５月30日（予定） 

  

３．資本準備金減少 

(1)資本準備金減少の理由 

今後の資本政策の機動性を確保するため、上記２の資本

減少の効力発生を条件に、資本の４分の１まで資本準備

金の減少を行います。 

(2)資本準備金減少の内容 

1．減少すべき資本準備金の額 

損失処理により631,225,006円まで取り崩した資本準備 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年１月31日) 

3.発行価額 

各種優先株式とも、１株につき135,000円 

4.発行価額の総額 

第１回Ａ種優先株式  1,501,200,000円 

第１回Ｂ種優先株式  1,501,200,000円 

第１回Ｃ種優先株式  1,501,200,000円 

第１回Ｄ種優先株式  1,501,200,000円 

第１回Ｅ種優先株式  1,000,350,000円 

第１回Ｆ種優先株式  1,000,350,000円 

第１回Ｇ種優先株式  1,000,350,000円 

第１回Ｈ種優先株式  1,000,350,000円 

5.発行価額中資本に組み入れない額 

各種優先株式とも、１株につき金67,500円 

6.資本組入額の総額 

第１回Ａ種優先株式   750,600,000円 

第１回Ｂ種優先株式   750,600,000円 

第１回Ｃ種優先株式   750,600,000円 

第１回Ｄ種優先株式   750,600,000円 

第１回Ｅ種優先株式   500,175,000円 

第１回Ｆ種優先株式   500,175,000円 

第１回Ｇ種優先株式   500,175,000円 

第１回Ｈ種優先株式   500,175,000円 

7.申込期日 

各種優先株式とも、平成17年６月29日 

8.払込期日 

各種優先株式とも、上記１の資本減少の効力発生後、平

成17年８月４日を予定しております。 

9.配当起算日 

各種優先株式とも、平成17年４月１日 

10.発行方法 

各種優先株式とも、第三者割当の方法により、大和証券

エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式

会社に全株式を割り当てる。 

(2)増資による調達資金の使途 

新規事業開発、新規出店など収益基盤の拡大に必要とな

る投資余力の確保、並びに有利子負債の圧縮などに充当

する予定であります。 

金を131,225,006円減少して、500,000,000円といたしま

す。なお、減少させる131,225,006円はその他資本剰余

金といたします。 

2．資本準備金減少の日程      

取締役会決議       平成18年３月28日 

定時株主総会決議     平成18年４月27日 

債権者異議申述公告    平成18年４月28日 

債権者異議申述最終期日  平成18年５月29日（予定）

効力発生         平成18年５月30日（予定） 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券－その他有価証券)   

ブックオフコーポレーション㈱ 100,000 272 

日本出版貿易㈱ 700,000 184 

㈱トーハン 219,843 31 

㈱ハチバン 70,600 24 

㈱ナイス 6,000 20 

日本出版販売㈱ 247,000 12 

日本橋プラザ㈱ 200 10 

㈱世界貿易センタービルディング 10,000 5 

㈱東京流通センター 10,000 5 

㈱エイエスピーピー 120 4 

その他31銘柄 57,111 29 

計 1,420,874 596 

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券－その他有価証券)   

匿名組合出資金（１銘柄） 1 1,075 

投資事業組合への出資（３銘柄） 3 79 

証券投資信託の受益証券（１銘柄） 1 1 

計 5 1,155 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 長期前払費用の< >内は内書きで、シンジケーション方式タームローン契約に係る費用及び建物等に係る保険料等であ

り、減価償却と性格が異なるため、償却累計額及び当期償却額には含めておりません。 

２ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

    建物 札幌アリオ店 新規出店 88百万円、大阪心斎橋そごう店 新規出店 75百万円        

３ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

    建物 減損損失 518百万円 

    工具器具及び備品 京都河原町店 什器 353百万円 

    土地 減損損失 704百万円 

    なお、当期減少額のうち(  )内は内書きで減損損失額の計上額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建 物 6,378 282 
619 
(518)

6,040 3,539 228 2,501

 構築物 150 － 
12
( 10)

138 118 2 19

 機械及び装置 7 － － 7 7 － 0

 車輌及び運搬具 1 － 1 － － － －

 工具器具及び備品 1,090 17 
569
(  9)

538 357 15 180

 土 地 2,360 － 
704
(704)

1,655 － － 1,655

有形固定資産計 9,988 300 
1,908
(1,243)

8,381 4,023 246 4,357

無形固定資産       

 借地権 169 － 
41
(  6)

128 － － 128

 ソフトウェア 355 29 73 311 118 44 193

 その他 3 － 2 0 0 0 －

無形固定資産計 528 29 
116
(  6)

440 119 44 321

長期前払費用 
136 
< 96>

2 
<  1>

96
(  0)
< 95>

42
<  1>

11 5 
31
<  1>



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 資本金及び資本準備金の増加は、平成17年８月に実施した新株発行によるものであります。なお、新株発行は第三者割当

（割当先：大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ㈱）によるものであり、発行価額は各種優先株式

とも１株につき135,000円、資本組入額は各種優先株式とも１株につき67,500円であります。 

２ 資本金の減少は、平成17年６月に行われた第196期定時株主総会の承認に基づき平成17年８月２日（債権者保護手続の完

了日）に実施した欠損填補2,188百万円及びその他資本剰余金への振替10,139百万円であります。 

３ 当期末における自己株式数は202,542株であります。 

４ 資本準備金及び任意積立金の減少は、平成17年６月に行われた第196期定時株主総会の承認に基づき実施した欠損填補に

よるものであります。 

５ その他資本剰余金の増加は、平成17年６月に行われた第196期定時株主総会の承認に基づき実施した資本金の減少による

ものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円)   12,827 5,003 12,327 5,503

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 
優先株式 

(株) 
(株) 

(108,162,360)
(―)

(―)
(74,120)

(―)
(―)

(108,162,360)
(74,120)

普通株式 
優先株式 

(百万円) 
(百万円) 

12,827
― 

―
5,003 

12,327 
― 

500
5,003 

計 (株) (108,162,360) (74,120) (―) (108,236,480)

計 (百万円) 12,827 5,003 12,327 5,503

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

(資本準備金) 
  株式払込剰余金 

(百万円) 1,326 5,003 1,326 5,003

(その他資本剰余金) 
  資本金減少差益 

(百万円) ― 10,139 ― 10,139

計 (百万円) 1,326 15,142 1,326 15,142

任意積立金 

(任意積立金) 
  固定資産圧縮積立金 

(百万円) 60 ― 60 ―

計 (百万円) 60 ― 60 ―



  
【引当金明細表】 

  

(注) １ 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額57百万円であります。 

２ 返品調整引当金の当期減少額（その他）は、法人税法の規定による洗替額であります。 

３ 役員退職慰労引当金の当期減少額（その他）は、平成17年６月29日に行われた第196期定時株主総会の決議に基づき、役

員退職慰労金制度を廃止したことに伴う取崩であります。ただし、引き続き在任中の役員（執行役員を含む）の役員退職

慰労金については、廃止された役員退職慰労引当金制度に基づき支払うため、第196期定時株主総会終了時までの在任期

間に対応する金額198百万円を貸借対照表上の固定負債の「その他」に含めて表示しております。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 371 99 114 57 299 

返品調整引当金 155 130 ― 155 130 

賞与引当金 214 159 214 ― 159 

役員退職慰労引当金 188 10 ― 198 ― 

投資等損失引当金 11,259 9,376 ― ― 20,635 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 252

預金の種類  

当座預金 6,236

普通預金 1,064

その他 103

小計 7,404

合計 7,656

相手先 金額(百万円)

㈲井関書店 64

㈱新日東 43

住友電設㈱ 26

エコール流通グループ㈱ 17

㈱千代田テクノル 15

その他 128

合計 296

期日 金額(百万円)

平成18年２月 57 

  〃  ３月 83 

  〃  ４月 74 

  〃  ５月 58 

  〃  ６月以降 21 

合計 296 



③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 (注) 決算期変更に伴い、平成17年４月１日から平成18年１月31日までの10ヶ月決算となっております。 

  

④ 商品・製品 

  

  

⑤ 原材料 

原材料は出版物等に対するものであります。 

  

相手先 金額(百万円)

㈱ビー・オー・エム 487

学校法人 愛知学院 468

㈱トーハン 428

学校法人 晴川学舎 402

日本出版販売㈱ 350

その他 13,207

合計 15,345

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

当期末残高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
306 

14,585 47,584 46,823 15,345 75.3 96

品名 金額(百万円)

書籍 12,754

文具 1,553

洋品 273

その他 413

合計 14,995



⑥ 仕掛品 
  

  

⑦ 貯蔵品 

従業員の制服として支給するものであります。 

  

⑧ 関係会社長期貸付金 

  

  

内容 金額(百万円)

未成工事 866

出版物 318

その他 34

合計 1,219

貸付先 金額(百万円)

丸善システムサービス㈱ 10,940

丸善ブックメイツ㈱ 6,238

丸善ソフィック㈱ 1,238

丸善メイツ㈱ 1,055

その他 1,761

合計 21,232



⑨ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

⑩ 買掛金 

  

  

相手先 金額(百万円)

㈱エムディーエス 346

金剛㈱ 207

㈱エイムクリエイツ 159

㈱日東商会 145

㈱装備 117

その他 3,175

合計 4,152

期日 金額(百万円)

平成18年２月 1,387 

  〃  ３月 1,347 

  〃  ４月 939 

  〃  ５月 475 

  〃  ６月以降 1 

合計 4,152 

相手先 金額(百万円)

㈱トーハン 2,140

日本出版販売㈱ 676

AMERICAN CHEMICAL SOCIETY 530

㈱新興精機 258

John Wiley & Sons Ltd. 247

その他 7,746

合計 11,600



⑪ 短期借入金 

  

 (注) 「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項（貸借対照表関係） ７ シンジケートローン契約」参照 

  

⑫ 長期借入金 

  

 (注) 金額の(  )内は内書きであり、１年以内に返済が予定されている長期借入金であります。 

  

⑬ 投資等損失引当金 

  

借入先 
金額 
(百万円) 

返済期限 資金使途 担保 

㈱三井住友銀行 7,000 １ 年 内 運 転 資 金 （注） 

㈱みずほ銀行 7,000 〃 〃 〃 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,750 〃 〃 〃 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 750 〃 〃 〃 

合計 17,500  

借入先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 
3,000 
(600) 

㈱みずほ銀行 
3,000 
(600) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 
1,500 
(300) 

合計 
7,500 
(1,500) 

借入先 金額(百万円)

丸善システムサービス㈱ 10,721

丸善ブックメイツ㈱ 5,571

その他 4,343

合計 20,635



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注）平成18年４月27日開催の第197期定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社の公告方法は電子公告とする ただし、

事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、東京都において発行する日本経済新

聞に掲載して行う」旨を定款に定めております。 

  

決算期 １月31日

定時株主総会 ４月中 

基準日 １月31日

株券の種類 

普通株式 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券の７種類。 
但し、必要に応じ100株未満の株数表示株券を発行します。 
優先株式 
第１回Ａ種、Ｂ種、Ｃ種、Ｄ種、Ｅ種、Ｆ種、Ｇ種、Ｈ種優先株式 

中間配当基準日 ７月31日

１単元の株式数 普通株式 1,000株 優先株式 １株

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社本店

  代理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 新株発行に要する印紙税相当額

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社本店

  代理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式売買の委託にかかわる手数料相当額として当社が別途定める金額 

公告掲載新聞名 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第196期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令 
第19条第２項第２号（募集によらない
で取得される有価証券の発行）の規定
に基づくもの 

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令 
第19条第２項第４号（主要株主の異
動）の規定に基づくもの 

  
平成17年８月４日 
関東財務局長に提出 

(4)  半期報告書 (第197期中) 
自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
平成17年12月13日 
関東財務局長に提出 

(5) 
半期報告書の 
訂正報告書 

平成17年12月13日に提出した第197期中
(自 平成17年４月１日 至 平成17年
９月30日)の半期報告書にかかる訂正報
告書 

  
平成18年３月27日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

丸善株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸善株

式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸

善株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年５月20日開催の取締役会決議に基づく、資本減少及び第

三者割当による新株式発行（平成17年５月20日に大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社

との間で株式引受契約を締結）に関する議案について、平成17年６月29日開催の定時株主総会にて、承認可決されてい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成17年６月29日

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  福  田  昭  英  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  平  野     満  ㊞ 

  
※ 上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

丸善株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸善株

式会社の平成17年４月１日から平成18年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸

善株式会社及び連結子会社の平成18年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(1)会計方針の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

(2)重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年３月28日開催の取締役会決議に基づく、資本減少及び資本準備金減

少に関する議案について、平成18年４月27日開催の定時株主総会にて、承認可決されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成18年４月27日

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  福  田  昭  英  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  平  野     満  ㊞ 

※ 上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

丸善株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸善株

式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第196期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸善株

式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年５月20日開催の取締役会決議に基づく、資本減少及び第

三者割当による新株式発行（平成17年５月20日に大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社

との間で株式引受契約を締結）に関する議案について、平成17年６月29日開催の定時株主総会にて、承認可決されてい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成17年６月29日

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  福  田  昭  英  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  平  野     満  ㊞ 

  
※ 上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

丸善株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸善株

式会社の平成17年４月１日から平成18年１月31日までの第197期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸善株

式会社の平成18年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(1)会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会

計基準により財務諸表を作成している。 

(2)重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年３月28日開催の取締役会決議に基づく、資本減少及び資本準備金減

少に関する議案について、平成18年４月27日開催の定時株主総会にて、承認可決されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成18年４月27日

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  福  田  昭  英  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  平  野     満  ㊞ 

  
※ 上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。 
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